
NO.020 年金機構業務

コ

O 

O年金給付(相談)事務に関するお知らせ・.. . . • . . . • . . . . . P. 1 

O金融機関の眉舗名称変更等・.• . • . • . • . . . • . . . . • . . . . • . P.1 08 

O総務部からのお知らせ「掲示物(ポスター)の管理J..・P.115

O 

O 

O 

O 

ー

穴

あ
け
チ
ー
ッ
ク
用

i

O 

O 

O 

O 

O 

O 
伝活j



穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用



ー

円八
あ
け
チ
一
」
ツ
ク
周

《もくじ》

1 .年金給付(相談)事務に関するお知らせ・. . . . . . . . . . . . P 1 

O 【給付指2013-110】 【事企指2013-67】

平成25年10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う

事務の取扱い等(その1) (指示 ・依頼) ・・・・・・・・ 'P2

O 【給付指2013-117]
平成25年10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う

事務の取扱い等(その2) (指示・依頼) ・... .. .. ，P12 

O 【給付指2013-112】

「支給停止事由該当届」の届出省略等にかかる事務の取扱い
(指示 ・依頼) ・. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . P 5 7 

2 金融機関の新設・合併・庖舗名称変更等について・・・・・・・ P1 08  

O 【給付情2013-92]金融機関の脂綿名称変更等(情報提供)

(平成25年10月15日支払から変更)・ ・P1 09 

O 【給付情2013-103】金融機関の底鋪名称変更等(情報提供)

(平成 25年11月15日支払から変更)・P1 1 2 

3.総務部からのお知らせ「掲示物(ポスター)の管理」・.. .. P1 15 

O 掲示物管理台帳(平成 25年11月1日現在) ・・・・・・ P1 1 6 . 



年金給付(相談)事務に関するお知らせ

O 【給付指 2013-110】【事企指 2013-67】

平成 25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等

(その1) (指示・依頼) ・・・・ P2
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部を改Eする政令等』の施行J(情報提供)を掲載しますので参考にしてください。

O 【給付指 2013-112]

「支給停止事由該当届Jの届出省略等にかかる事務の取扱い(指示・依頼)
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※「事前意見照会により提出いただいた主なご意見」は、ページ数の都合により割愛します。

また、【事企情 2013-40】 r~厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令』の公布J (情報提

供)を縄載しますので参考にしてください。
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給付指2013ー 11 0 

事企指 2013-67

平成 25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等

(その 1) (指示 ・依頼)
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オfイント(肉容)

1 .概要

。平成25年 10月分以降として支払いする年金額については、「国民年金法施行令等の一部を改正す

る政令」が、本年9月6日に公布され、 4月から 9月までの額から、マイナス 1.0%の改定が行われ

主主L

0平成25年9月6日[給付情 2013-91lr平成25年 10月分からの特例水準解消による改

定後の年金見込額照会等J(情報提供)で別途、お知らせすることとしていました特例水準解消によ

る年金額改定に伴う事務の取扱い等になります。

2 事務の取扱い等

平成25年 10月分からの特例yμ寧解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等のポイントは、以

下のとおりです。詳細は、別添を参照願います。

0平成25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等

-新規裁定者の改定後の年金額照写日 1O月7日から

-年金額改定通知書の送付 ・11月7日(予定)、 12月4日(予定)

.年金受給権者死亡届及び遺篠年金失権届の入力制限期間

1O月 1-1 1日については、年金受給権者死亡届及び遺族年金失権居 (10月1日以降の

死亡日及び失権日のものに限る)の入力処理を行わないことの

※「平成25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に関するQ&AJについては、別途、お

知らせします。
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【「ねんきん定期便」及び「ねんきんネ

ットJの表示について]

照会先

本部事業企画部事業企画G

担当菊池、清水

連絡先

。。

【年金額改定全般について】

照会先

本部年金給付部給付企画G

担当馬場(恵)、杉本、勝原、

連絡先日，，
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【見IJ添】

平成 25年 9月 13日

年金給付部給付企画G

平成 25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等

-平成25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定の概要

現在の年金額は、平成 12年度から平成 14年度にかけて、物価下落にもかかわらず、

年金額を据え置いたことで、本来の水準よりも 2.5%高い水準(特例水準)となってい

ます。

平成 24年 11月の法律改正で、平成25年 10月、平成26年4月および平成27年

4月に段階的に特例水準を解消することにより、年金財政の改善を図るとともに、将来の

受給者となる若い世代にも考慮して、世代聞の公平を図ることとなりました。

このため、平成 25年 10月分以降として支払いする年金額については、「国民年金法

施行令等の一部を改正する政令Iが、本年9月6日に公布され、 4月から 9月までの額か

ら、マイナス 1.0%の改定が行われますの

これに伴う事務の取扱い等については、以下のとおりとなりますのでお知らせします。

今後の特例水準解消のスケジュールは、平成26年4月マイナス 1. 0%、平成 27年

4月マイナス O目 5%を予定しています(物価・賃金が上昇した場合には、引き下げ幅は

縮小します。)
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※本指示・依頼における「改定後の年金額」とは、特例水準解消による年金額改定に{半い、

平成25年 10月分からの年金額が、 4月から 9月までの額からマイナス 1.0%の改

定が行われた場合の年金額のことを指します。

1 .新規裁定者の改定後の年金額照写日

( 1 ) 平成 25年9月 19日 (9月9-1 3日入力分)及び9月26日

日入力分)に裁定された者

1 0月4固までは旧年金額が照写され、 1O月7日から改定後の年金額が照写され

主主L

(9月17-20

4 



(2) 1 0月3日以降に裁定された者については、最初から改定後の年金額が照写されま

す。

※なお、既裁定者 (9月12固までに裁定された者)については、 10月7日から改定

後の年金額が照写されます。(後記3.を除く)

※改定後の年金額が照写される前にお客様等から照会があった場合、年金見込額照会回

答粟による回答や後記9に記載されている別添資料等により適切な対応をお願いし

ます。

2. 改定後の年金額による支払い及び年金額改定通知書の送付

(1)改定後の年金額による支払いについては、 12月定期からとなります。

また、受給権が消滅または全額支給停止により 10月分のみ支払われる者について

は、 11月随時の支払いとなります。
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( 2 )年金額改定通知書の送付については、改定後の年金額の支払いが 12月定期で支払わ

れる者は、 12 月 4~7 日の期間(予定)に、順次、年金額改定通知書と年金振込通知

書を併せた統合通知書を送付します。(分散発送)

また、 9 月 20 日 ~10 月 2 1日入力分 (11月随時サイクル)にて年金額の変更

を伴う諸変更処理が入力された者については、 11月7日(予定)に年金額改定通知

書を送付します。

なお、以下のケースがありますのでご留意ください。

※ 1 1 2月定期支払いがない者(1 0月分以降の年金が全額支給停止となってい

る者等)、郵便局窓口支払いを希望されている者、旧船{呆受給者、単一共済

受給者等については、年金額改定通知書を送付します。

統合通知書または年金額改定通知書が送付されない者。

. 1 1月19日までに失権処理がされている者

. 1 1月19日現在で差止となってから 3年を経過している者

.11月19日現在で以下の保留表示がある者

保留表示 r1 J・・娠込不能、住所不明

r 2 J・・死亡の疑い

r 3 J・・失権事故

r 9 J・・長期差止

R
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3.諸変更処理による改定後の年金額照写日

9 月 20 日 ~10 月 4 日に年金額の変更を伴う諸変更処理が入力された者については、

1 0 月 7~12 日の期間に改定後の年金額が順次照写されます。

※ 1 1月から 12月に再裁定が行われた者のうち、一部の者については、年金証書 (新

年金額)を送付した場合、その後に再裁定前の年金額における年金額改定通知書が

送付されることがあります。

この場合、窓口装置等による最新の年金額情報を確認の上、対応をお願いします。

4. 年金額改定通知書の再交付

年金額改定通知書の再交付については、 11月送付分については 11月7目、 12月

送付分については 12月4日から再交付が可能となります。

5 遺族厚生年金の先充て停止額の変更処理による「年金決定通知書 ・支給額変更通知書」

の送付抑止

平成25年 10月分からの特例水準解消に伴う遺族厚生年金の先充て停止額の変更

処理による支給額変更通知書については、原則送付せず、統合通知書または年金額改定

通知書において通知を行います。
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※年金額改定時に遺族厚生年金の先充て停止額の変更処理を行った者については、支給

額変更通知書が送付された後、統合通知書又は年金額改定通知書が送付されますが、

先に送付される支給額変更通知書に記載される内容が、特例水準解消による年金額変

更のお知らせの内容となっていないため、遺族厚生年金の先充て停止額の変更処理に

よる支給額変更通知書は送付抑止します。

6 年金証書の再交付

改定後の年金額による年金証書の再交付については、1O月7日から可能となりますの

※お客様から改定後の年金額による年金註書の再交付が可能となる前に年金証書の再

交付の希望がある場合、改定前後の年金額のいずれの年金証書を希望するか確認の

上、再交付を行ってください。

-6ー



7. 年金額改定者一覧表(市区町村用)の送付

1 2月12日(予定)に本部より各年金事務所宛てに送付します。

1 1月に年金額改定通知書が送付される者を含む。

※送付対象件数回約 870万件

8.年金受給権者死亡届及び遺族年金失権屈の入力制限期間

改定後の年金額の計算処理が行われている期間に、年金受給権者死亡届及び遺族年金

失権届 (10月1日以降の死亡日及び失権日のものに限る)の入力処理が行われた者は、

改定前の年金額で計算されることから以下のとおり入力制限期間を設けます。

( 1 )入力制限の内容

①入力制限期間

1O月 1-1 1日については、 10月1日以降の死亡日及び失権日にかかる次の届

書の入力処理を行わないこと。
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②対象の局書

・「年金受給権者死亡届」

. r遺族年金失権届」

( 2 )入力制限期間に入力処理が行われた場合の対応

①誤って入力処理が行われた者については、本部 。(全国一括業務部門各部)において、

1 0月15-22日に取消し等、必要な処理を行います。

② 上記①の対象者については、本部(年金給付郁)より各事務センタ一年金給付Gに

「対象者一質表J(電子媒休)を送付しますので、事務センターにおいて、受付進捗

管理システムの処理自の修正等、必要な処理を行うこと。

9.参考資料

特例水準解消に伴い、以下の資料を参考までに添付します。

・【別紙 1】平成25年10月分からの年金額一覧

-【別紙2】改定後の年金額面面照写日一覧

. [)JIJ紙3】「ねんきん定期便」及び「ねんきんネット」の年金見込額の表示等

・【別紙4】国民年金法施行令等の一部を改正する政令

一7-



[~IJ紙 1 】

平成25年10月分からの年金額一覧

[ 1内は月額換算した額

平成24年4月 平成25年10月-("'1.0%後)

[国民年金]

老齢基礎年金 786，500 [ 65，541 1 778，500 [ 64，875 1 

障害基礎年金(1級) 983，100 81，925 1 973，100 [ 81，092 1 

(2級) 786，500 65，541 1 778，500 [ 64，875 1 

遺族基礎年金(子1人) 1，012，800 84，400 1 1，002，500 83，542 1 

基 本 786，500 [ 65，541 1 778，500 [ 64，875 1 

カ日 算 226，300 [ 18，858 1 224，000 [ 18，667 1 
...--_.噂司F圃圃圃圃早昼圃圃圃晶圃圃圃圃圃----‘ー.........ーーー・.ー-ーーーー・ーー".ーー".・ー・・"・・・・・・・・・・・...............‘・.-.-ー・ ‘・・一一一一ーーーーーーーーーー圃圃圃圃合，・・.__.__.......日日日".・.............

10年年金 477，800 [ 39，816 1 472，900 [ 39目4081 

5年年金 406，700 [ 33，891 1 402，500 [ 33，542 1 

障害年金(1級) 983，100 [ 81，925 1 973，100 [ 81，092 1 

(2普及) 786，500 [ 65，541 1 778，500 [ 64，875 1 

母子年金(子1人) 1，012，800 84，400 1 1，002，500 [ 83，542 1 

[ :TnO: J 
778，500 [ 64，875 1 

226，300 18，858 1 224，000 [ 18，667 1 

老齢福祉年金 402，900 33，575 1 398，800 [ 33，233 1 

[厚生年金保険]

標準的な年金額 2，771 ，300 [ 230，940 1 2，743，100 [ 228，591 1 

配偶者加給年金額 226，300 [ 18，858 1 224，000 [ 18，667 1 

特別加算舗 69. 4. 2~S15咽 4 . 1 33，300 [ 2，775 1 33，000 [ 2，750 1 

516. 4. 2.....S16. 4. 1 66，800 [ 5，566 1 66，100 5，508 1 

516.4.2.....517.4.1 100，200 [ 8，350 1 99，200 8，267 1 

517.4.2-518.4.1 133，600 [ 11，133 1 132，200 11，017 1 

518.4.2 ...... 166，900 [ 13，908 1 165，200 [ 13，767 1 

障害年金・遺族年金 786，500 [ 65，541 1 778，500 [ 64，875 1 

(最低保障額、旧法)

遺族年金 1，503，100 [ 125，258 1 1，487，800 [ 123，983 1 

(2子・最低保障領、旧法)

[L;] 778，500 [ 64，875 1 

264，000 [ 22，000 261，300 [ 21，775 1 

加算 452，600 [ 37，716 448，000 [ 37，333 1 

。u
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【別紙2】

改定後の年金額画面照写日一覧(平成25年10月分からの特例水準解消に伴う年金額改定)

設定日 入力期間 裁の額定庭日状時態点 改定後照写の年日金額

9/12 9/2-9/6 

オンライン裁定・再裁定
9/19 9/9-9/13 18年金額 10/7 

(新法・新短)
9/26 9/17-9/20 

10/3 9/24-9/27 新年金額 10/3 

CD 

オ
，‘ ノ

フ
新裁予定者記録照会イ 919 

，‘ J 及び年金見込額照会

-9/19 10/7 

諸変更処理 9/20-10/4 10/7-10/12 

10/7- 即時

← 辺、缶、..::H'+\~告を)j -



【別紙3J

「ねんさん定期便」及び「ねんさんネット」の年金見込書買の表示等
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7. rねんきん定期便lの年金見込書E等について

(1) 50歳未満の方の揚合

50歳未満の万の「ねんさん定期便Jに表示する「これまでの加入実績に

応じだ年金額」は、初回発行(誕生月発送〉分 ・再発行分にかかわらず、

作成年月日が平成 25年 10月2日(水〉以降のものから特例水準解消後の

金額が印字されます。

なお、 50歳未満の方の「ねんさん定期便情報照会処理票」画面(共通

097-1)は、作成年月日が平成 25年 4月 2日 CW)以降についても

特例水準解消後の年金見込額が表示されますので、年金相談時にご留意

ください。

(注) 作成年月日とは、「ねんさん定期便J(こ“この「ねんさん定期便は、

平成C年O月O日時点の年金加入記録に基づき作成されております。"

と記載されている日付です。

(2) 50歳以上の方の揚合

50歳以上の方の「ねんさん定期便」に表示する「老齢年金の見込額」は、

初回発行(誕生月発送〉分・再発行分にか力わらず、作成年月日が平成 25年

10月 2日(水〉以降のものから特例水準解消後の金額が印字されます。

なお、 50歳以上の方の「ねんさん定期便情報照会処理票」画面(共通

097-1)は、作成年月日が平成 25年 10月 2日(水〉以降のものから

特例水準解消後の年金見込額が表示されます。

2. rねんきんネットJの「年金記録照会Iについて

(1) 50歳未満の方の場合

50歳未満の方の「年金記録照会」画面で表示する「これまでの加入実績に

応じた年金額試算の情報」は、平成 25年 10月 2日(水〕以降に年金額

試算情報が更新された場合、特例水準解消後の金額が表示されます。

※ 更新年月日は、「以下のあなた様の年金額試算の情報は、平成O年O月

0日時点の年金記録に基づき作成されております。」と表示されます。
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• (2) 50歳以上の方の揚合

50歳以上の方の「年金記録照会」画面で表示する「老齢年金の見込額」は、

平成 25年 10月 2日(水)以降に年金額試算情報が更新された揚合、

特例水準解消後の金額が表示されます。

※ 更新年月日は、「以下のあなた様の年金額試算の情報は、平成O年O月

0日時点の年金記録に基づき作成されております。」と表示されます。

3. rねんきんネットJの年金見込額試算について

年金見込額試算については、 50歳未満の7J・ 50歳以上の方とちに、

平成25年9月 30日(月〉までは特例水準解消前の金額で、平成 25年

10月1日(火)以降は特例水準解消後の金額で試算が司能となります。

ー
穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
伺
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平成 2 5年 9月 3 0日
文書区分

重

要報告
度要局

急緊 平成 25年 10月分からの特例水準解消による年金1

(その 2) (指示・依頼)

等

• 
本部 ブロッヲ本部 事務セン告ー 年金事務所

相談セ
各部 厚年 厚年 適

書 情報提供先

社労士
健保協A Z 機構健保

宛先 関係部 理部管 相給部 徴適 国年 年給 記録 突合 用課
徴収課 国課年 記録謀 相談室

，ノG G 
ヲ A E 

全 部 総務 厚年 G G G G 務総 厚年

ム 。A 。A [; ど1 [; 。[; A [; A ム A ム 。 J J 

詰 |ポイント(内容)
け |
チ I 1.概要

5 | 平成 25年9月13日[給付指 2013ー11 0 ・事企指 2013-671※「平成 25年 10月

品| 分からの特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等(その1)J (指示・依頼)で別途、お

知らせすることとしていました特例水準解消による年金額改定に伴う事務の取扱い等になります。

2 事務の取扱い等

O 平成25年 10月分からの特例水準解消による改定後の年金額の計算式については、別添 1を参照

願います。

O お客様対応については、『平成25年 10月分からの年金額改定に関するQ&AJ別添2、「年金の

特例水準と本来水準の推移についてJ別添3を参照の上、対応願います。

o r平成 25年 10月分からの年金額改定にかかるポスヲー及びリーフレツ卜」別添4については、

次のとおり印刷の上、窓口等に設置をお願いします。

-ポス9ーの掲示・.A 2 (A 3を2枚)へ加工の上、作成してください。

①印刷ボヲンをクリック

②プロパティをクリック

③口変倍に〆を入れ印刷用紙サイズをA3に指定

④タブを編集に変え集約/拡大連写の口に〆

⑤下のプルダウンメニューから「拡大連写」を選択

⑥下の画面で r2枚に分けて印刷」を指定

⑦ OKボヲンをクリック

③印刷ボヲンをクリック

※2分割による印刷の切れ目については、適宜裁断の上、対応願います。
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-窓口でのリーフレツ卜の配布・ 'A4で印刷してください。

※詳細は、~Ij添を参照願います。

照会先

本部年金給付郁給付企画G

担当罵場(恵)、杉本、
連絡先
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(審査担当わけ棚 圃 l 

η
d
 



[別添1】

平成 25年 10月分からの特例水準解消による改定後の年金額等

1 スライド改定の概要

(1)老齢基礎年金等

①本来水準の額=780，900円×改定率(国民年金法第 27条の 2、第 27条の 3)

平成 25年度における新規裁定者 (68歳到達年度前の受給権者/昭和 21年4月2日以降に

生まれた方)及び既裁定者 (68歳到達年度以降の受給権者/昭和 21年4月1日以前に生まれ

た方)の改定率については、いずれも前年度の改定率0.982X物価変動率(1.000)

となりますので、本来水増の額は766.800円です。

ー

穴
あ
け
チ
T
J

ツ

ク

舟

↓

②物価スライド特例水準の額=804， 200円×政令で定める率(平成 16年改正法附則第7

条等)

物価スライド特例水準額平成 25年度における政令で定める率については、平成 24年度に

おける政令で定める率 (0.978) x平成 24年全国消費者物価指数 (100)ム平成 23

年全国消費者物価指数 (100)x特例水準解消によるスライド率 (0.990)の計算によ

りO. 968となりますので、物価スライド特例水溶額は778.500円です。

(2 )老齢厚生年金等

① スライド率(平成 16年改正法附則第 27条等)

老齢厚生年金等の報酬|比例部分の物価スライド特例水準額の算出にあたり用いるスライド

率については、以下のとおりです。

(a) 平成 13年 12月以前の被保険者期聞がある際に計算される場合、平成 14年からの物価

変動分及び平成 25年 10月以降の特例水準解消分を反映させたスライド率立ι i立立を乗

じます。

(b) 平成 14年 1月以降の期間のみの被保険者期間を基に計算される場合、平成 14年の物価

変動分(スライド率0.991)が、その平均標準報酬(月)額に反映されていることから、

平成 15年から平成 23年の物価変動分及び平成 25年 10月以降の特例水準解消分を反映

させたスライド率立ιiヱヱを乗じます。ただし c~f の者を除く。

(c) 平成 15年1月以降の期間のみの被保険者期間を基に計算される場合、平成 14年及び平

成 15年の物価変動分(スライド率0.988)が、その平均標準報酬I(月)額に反映され

ていることから、平成 17年から平成 23年の物価変動分及び平成 25年 10月以降の特例

水準解消分を反映させたスライド率♀ι斗立♀を乗じます。ただし d~f の者を除く。
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(d) 平成 17年 1月以降の期間のみの被保険者期間を基に計算される場合、平成 14年から平

成 17年の物価変動分(スライド率O目 9 8 5)が、その平均標準報酬(月)額に反映され

ていることから、平成 22年、平成 23年の物価変動分及び平成 25年 10月以降の特例水

準解消分を反映させたスライド率立ι主立立を乗じます。ただし e~ fの者を除く。

(e) 平成 22年 1月以降の期間のみの被保険者期間を基に計算される場合、平成 14年から平

成 22年の物価変動分(スライド率0.981)が、その平均標準報酬(月)額に反映され

ていることから、平成 23年の物価変動分及び平成 25年 10月以降の特例水準解消分を反

映させたスライド率立ιi立工を乗じます。ただし fの者を除く。

(f) 平成 23年 1月以降の期間のみの被保険者期間を基に計算される場合、平成 14年から平

成 23年の物価変動分(スライド率O目 978)が、その平均標準報酬(月)額に反映され

ていることから、平成 25年 10月以降の特例水準解消分を反映させたスライド率旦ι~

Oを乗じます。

穴
あ
り
ず
エ
ツ
ク
用

従前額改定率(平成 12年改正法附則第 21条)

従前額保障の年金額を計算する際に用いる従前額改定率については、平成24年度従前額改

定率0.983X平成 24年の物価変動率1. 000=立ι主企立です。

② 

従前額保障用再評価率(平成 12年改正法附則別表第一)

平成 25年度に属する月にかかる従前額保障用再評価率については、平成 24年度に属す

る月にかかる率0.937+平成 24年の物価変動率1. 000=立ι主主ヱです。

③ 

2. 平成25年 10月分からの特例水準解消による改定後の年金額の計算式

(1)国民年金法にかかる事項

① 老齢基礎年金

老齢基礎年金の年金額(国年法第 27条)

E 全額免除 4.. ..4分の 1

納付済月数叫 x -::-1 +1 
且月数 8.11ι納付月数 ×ヨ£芯×ヨ数

額

月

半

付
納

E
E
-
-

‘
 

+
 

河

18
×
 

O 

778， 500円X
(平成 24年度 786，500円) 1 2 × 加入可能年数

障害基礎年金

2級の障害基礎年金の年金額(閏年法第 33条第1項)

778， 500円(平成 24年度 786，500円)

② 

O 

l級の障害基礎年金の年金額(国年法第33条第2項)

Z級の障害基礎年金の年金額の 125/100に相当する額

973， 100円(平成 24年度 983，100円)

民
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障害基礎年金の加算額(国年法第 33条の 2第1項)

-加算額の対象者である Z人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

・加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74， 600円(平成 24年度各 75，400円)

O 

j遺抜基礎年金

遺族基礎年金の年金額(国年法第 38条)

778，500円(平成 24年度 786，500円)

③ 

O 

妻が受ける遺族基礎年金の加算額(閏年法第 39条第 1項)

.加算額の対象者である 2人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

・加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年度各 75，400円)

O 

受給権者である子が 2人以上である場合の遺族基礎年金の加算額(図年法第 39条の 2第1

項)

O 

-第1子 (1人を除く)についての加算額

224， 000円(平成 24年度 226，300円)

.第3子以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年 度各 75，400円)

円八
あ
り
チ
ェ
ッ
ク
用

寡婦年金

寡婦年金の年金額については、①の算出方法により算出した夫の老齢基礎年金の 3/4に

相当する額です。(国年法第 50条)

④ 

振替加算額(昭和 60年改正法附則第 14条第 1項)

224，000円(平成 24年度 226，300円) x 生年月 H別乗率

⑤ 

の場合>

(2)厚生年金保険法にかかる事項

① 老齢厚生年金の年金額(報酬比例部分)

く被保険者期間の全部または一部が平成 15年4月前(総報酬制前)

・本来水準(平成 12年改正法附則第 20条)

平成 15年 3月までの

× 被保険者期間
X 7.125-9.5 -

10日O
([平均標準報酬月額]

平成 15年 4月以降の

被保険者期間

n
口ー

X 

+ 

X 5.481-7.308 -
10日O

([平均標準報酬額]



-従前額保障(平成 12年改正法附則第 21条)

平成6年水準

([平均標準報酬月額)x 
平成 15年3月までの

与す× 被保険者期間

平成6年水準

([平均標準報酬額]
X 5.769-7.692 -

¥000 

平成 15年4月以降の

× 被保険者期間

X 0.983 

(平成 24年度従附額改定率 0.983)
+ 

-物価スライド特例水準(平成 16年改正法附則第 27条)

平成6年水準 7.5-10 平成 15年8月までの

([平均標準報酬月額] × 1000 × 被保険者期間

x 1.031 X スライド率泌
+ 

(a) ~(f) 平成6年水準 平成 15年4月以降の

([平均標準報酬額l
5.769-7.692 

被保険者期間× × 
¥000 

※スライド率については、前記 1 (2)①を参照ください。

<平成 15年 4月以降(総報国iI時1)後)の被保険者期間のみの場合>

・本来水準(厚年法附則第 9条の 2)

-従前額保障(平成 16年改正法附則第 27条)
平成同年4月以降の5.769-

I平均標準報酬額) x一τ000 x 被保険者期間 X 0.983 

(平成 24年度従前額改定率 0.983)

ー

穴

あ
け
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平成 15年4月以降の

[平均標準報酬額)x 土竺と竺~x 被保険者期間
¥000 

O 老齢厚生年金の加給年金額(厚年法第44条第2項)

・加算額の対象者である配偶者についての加算額

各 224，000内(平成 24年度各 226，300円)

-加算額の対象者である 2人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

-加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74， 6∞円(平成 24年度各 75，400円)

O 老齢厚生年金の加給年金額の特別加算額(昭和 60年改正法附則第 60条第 2項)

昭和 9年4月2日~昭和 15年4月1日に生まれた者 33，000円(平成 24年度 33，300円)

昭和 15年4月2日~昭和 16年4月1日に生まれた者 66， 100円(平成 24年度 66，800円)

昭和 16年4月2日~昭和 17年4月1日に生まれた者 99，200円 (平成 24年度 100，200円)

昭和 17年4月2日~昭和 18年4月1日に生まれた者 132，200円(平成 24年度 133，600円)

昭和 18年4月2日以降に生まれた者 165， 200円(平成 24年度 166，900円)
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特別支給の老齢厚生年金

定額部分(厚年法附則第9条の 2)

.本来水準

1，628円×改定率 0.982X生年月日別乗率×被保険者期間

② 

O 

(平成 24年度改定率 0.982)

-物価スライド特例水準(平成 16年改正法附則第 27条)

1，676円×生年月日別乗率×被保険者期間Xスライド率 (0.968) 

報酬比例部分

①の老齢厚生年金の年金額の算出方法と同様です。

O 

特別支給の老齢厚生年金の加給年金額(厚年法附則第9条第4項)

①の老齢厚生年金の加給年金額と同額です。

O 

特例老齢年金

特例老齢、年金の年金額の算出方法(厚年法附員Ij第 28条の 3第 2項)については、 (2)②

の特別支給の老齢厚生年金の年金額の算出方法と同様です。

③ 

障害厚生年金

2級または3級の障害厚生年金の年金額

被保険者期聞が 300月以上の場合の年金額(平成 12年改正法附則第 20条第1項)

@ 

O 

穴
あ
け
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く被保険者期間の全部または一部が平成 15年4月前の場合〉

・本来水準(平成 12年改正法附則第 20条)

平成 16年 3月までの

被保険者期間 ) 
7.125 
一一一一一-X 1000 

× ([平均標準報酬月額]

平成 16年4月以降の

被保険者期間 ) X 
6.481 

1000 

+ 

X ([平均標準報酬額]

-従前額保障(平成 12年改正法附員IJ第 21条)

平成 16年 3月までの

X 被保険者期間
7.6 

1000 

平成6年水準

([平均標準報酬月額)X 

0.983 X 

(平成24年度従前額改定率 0.983)
平成 16年 4月以降の

X 被保険者期間 ) 
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6.769 

1000 

+ 

X 

平成6年水準

([平均標準報酬額l



-物価スライド特例水準(平成 16年改正法附則第 27条)

平成6年水準

([平均標準報国tI月額]x~ -
1000 

平成 15年 3月までの

x 被保険者期間

+ X 1.031 X スライド率泌

(a) ~(f) 平成6年水準

([平均標準報酬額] X 5.769 -
1000 

平成 15年 4月以降の

× 被保険者期間

※スライド率については、前記 1 (2)①を参照ください。

<平成 15年4月以降の被保険者期間のみの場合>

-本来水準(厚年法附則第9条の 2)
平成 15年4月以降の

x 被保険者期間[平均標準報酬額1x 
5.481 
10日0

-従前額保障(平成 16年改正法附則第 27条)

平成6年水準

I平均標準報酬額1x 5.769 
1000 × 被保険者期間 x 0.983 

(平成 24年度従前額改定率 0.983)

O 総報酬制前後の被保険者期聞があり、かっ被保険者期聞が 300月に満たない場合、 30

Oを全被保険者期間で割って得た数を計算式に乗じて 300月にします。

o 1級の障害厚生年金の年金額(厚年法第 50条第2項)

前記の 2級または 3級の障害厚生年金の年金額の算出方法により算出された年金額の

125/100に相当する額です。

o 1級または 2級の障害厚生年金の加給年金額(厚年法第 50条の 2第2項)

加給年金額対象者である配偶者についての加給年金額

224，000円(平成 24年度 226，300円)

O 障害厚生年金の最低保障額(厚年法第 50条第 3項)

583， 900円(平成 24年度 589，900円)

O 障害手当金の忌低保障額(厚年法第 57条)

1，150，200円(平成 24年度 1，150，200円)
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⑤遺族厚生年金

遺族厚生年金の年金額(厚年法第 60条第 l項)については、④の障害厚生年金の 2級また

は3級の年金額の算出方法により計算された額の 3/4に相当する額です。

また、長期要件(老齢厚生年金の受給権者または老齢厚生年金の受給資格期間を満たして

いること)による支給の場合、死亡した者の生年月日に応じた給付乗率を使用し算出します。

O 

遺族厚生年金の中高齢の加算額(厚年法第 62条第 l項)

583， 900円(平成 24年度 589，900円)

O 

遺族厚生年金の経過的な寡婦加算額 (s2和 60年改正法附則第 73条第1項)

583， 900円 778， 500円×生年月 s5]1)乗率

(平成 24年度 589，900円 786，500円 X 生年月日5]1)乗率)

O 

⑥特例遺族年金

特例遺族年金の年金額(厚年法附則第 28条の 4)

②の特別支給の老齢厚生年金の年金額の算出方法により算出した額の 50/100に

相当する額です。

(3) 旧国民年金法にかかる事項

① 老齢年金及び通算老齢年金

老齢年金及び通算老齢年金の年金額(旧国年法第 27条第 l項及び第 29条の4第1項)

(2， 576円X保険料納付済期間+2，576円X保険料免除期間X1/3) Xスライド率 (0，968)

穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
用

O 

老齢年金の最高限度額(昭和 60年改正法附則第32条第2項)

778， 500円(平成 24年度 786，500円)

O 

経過的老齢年金の最低保障額(旧国年法第 77条第 1項ただし書き及び第 78条第2項)

398，800円(平成 24年度 402，900円)

O 

経過的老齢年金の額の特例(旧国年法第77条第 1項第1号)

997円 X (300 被保険者期間)

O 

0， 968 

老齢福祉年金(旧国年法第 79条の 2第4項)

398，800円(平成 24年度 402，900円)

× 

O 

5年年金及び再開 5年年金

5年年金及び再開 5年年金の年金額(昭和44年法附則第 16条第2項及び昭和48年法

附則第 20条第2項)

402， 500円(平成 24年度 406，700円)
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② 

O 



障害年金

障害年金の年金額 (1日国年法第 33条第1項)

778，500円(平成 24年度 786，500円)

③ 

O 

障害年金の加算額(昭和 60年改正法附則第 32条第5項)

.加算額の対象者である 2人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

-加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年度各 75，400円)

O 

母子年金、準母子年金、遺児年金及び寡婦年金

母子年金、準母子年金及び遺児年金の年金額(旧国年法第 38条、第41条の 3及び第4

3条)

@ 

O 

778， 500円(平成 24年度 786，500円)

母子年金、準母子年金の加算額(旧国年法第 39条第 1項、第 39条の 2第 l項、第41 

条の 3)

.母子加算

O 

円八
あ
り
チ
ェ

ッ
ク
用

224， 000円(平成 24年度 226，300円)

-加算額の対象者である 2人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

・加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年度各 75，400円)

遺児年金の加算額(旧国年法第44条第 1項)

・第1子(1人を除く)についての加算額

224，000円(平成 24年度 226，300円)

O 

-第3子以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年 度各 75，400円)

寡婦年金の年金額(旧国年法第 50条、昭和 60年改正法附員Ij第32条第2項)

①の算出方法により算出した夫の老齢年金の 3/4に相当する額です。
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(4) 旧厚生年金保険法にかかる事項

① 基本年金額

定額部分

-本来水準(昭和 60年改正法附則第 78条第 2項)

3， 053円×改定率 0.982X被保険者期間

O 

(平成 24年度改定率 0.982)

-物価スライド特例水準 (平成 16年改正法附則第 28条)

3，143円×被保険者期間×スライド率 (0.968) 

報酬比例部分O 

被保険者期間× 9.5 

1000 
× 

-本来水準

I平均標準報酬|月額]

X 0.983 
(平成 24年度従前額改定率0.983)

-従前額保障(平成 12年改正法附則第21条)

被保険者期間× 
10 

1000 
X 

平成6年水準

([平均標準報酬月額]

-物価スライド特例水準(平成 16年改正法附則第 28条)

被保険者期間 X 1.031 X 0.968 × × 

穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
用

10 

1000 ( [平均標準報酬月額l

力日給年金額(旧厚年法第 34条第 5項)

加給年金額対象者である配偶者についての加給年金額

224，000円(平成 24年度 226，300円)

O 

② 

加算額の対象者である 2人までの子についての加算額

各 224，000円(平成 24年度各 226，300円)

O 

加算額の対象者である 3人目以降の子についての加算額

各 74，600円(平成 24年度各 75，400円)

O 

③ 3級の障害年金及び遺族年金の最低保障額(旧厚年法第 50条第 1項第3号及び第 60条第 2

項)

778，500円(平成 24年度 786，500円)
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④ 遺族年金の寡婦加算額(旧厚年法第62条の 2第 l項)

O 加給年金額対象者である子が 1人のときの寡婦加算額

149，300円(平成 24年度 150，800円)

O 加給年金額対象者である子がいない場合で60歳以上のときの寡婦加算額

149，300円(平成 24年度 150，800円)

O 加給年金額対象者である子が 2人以上のときの寡婦加算額

261，300円 (平成 24年度 264，000円)

⑤ 従前の例による年金の年金額

昭和 29年4月以前に受給機が発生した遺族年金、寡婦年金、かん夫年金及び遺児年金の年金

額(日百和48年法 92号附則第3条第 2項)

118，500円(平成 24年度 186，500円)

(5)旧船員保険法にかかる事項

① 基本年金額相当部分

老齢年金、通算老齢年金、特例老齢年金、職務外の事由による障害年金、職務外の事由によ

る遺族年金(職務上の事由による障害年金受給者の職務外死亡によるものを除く )、通算遺族

年金及び特例遺族年金の年金額の計算の基礎となる基本年金額相当部分の算出方法(旧船保法

第 35条第1号、第2号)

O 定額相当部分

154，320円+ (1 5年を 1月超過毎に50，288円/12) XO.968 

f

穴
あ
付
チ
ェ

ッ
ク
用

O 報酬比例相当部分

(平均標準報酬月額X19/1500X被保険者期間) XO.968 

(平成 14年 1月以降の期間のみで年金額が算出される者はいません)

②加給金(旧船保法第 36条第 1項、第41条の 2第1項及び別表第3の2)

O 加給金対象者である配偶者についての加給金額

224，000円(平成 24年度 226，300円)

O 加給金対象者である子が l人のときの加給金額

224，000円(平成 24年度 226，300円)

O 加給金対象者である子が 2人のときの加給金額

448，000円(平成 24年度 452，600円)

O 加給金対象者である 3人目以降の子についての加給金額

各 14，600円 (平成 24年度 各 15，400円)
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職務外の遺族年金の寡婦加算額(旧船員保険法第 50条の 3の2)

加給金対象者である子が 1人のときの寡婦加算額

149，300円(平成 24年度 150，800円)

③ 

O 

加給金対象者である子治判、ない場合で60歳以上のときの寡婦加算額

149， 300円(平成 24年度 150，800円)

O 

加給金対象者である子が 2人以上のときの寡婦加算額

261， 300円 (平成 24年度 264，000円)

O 

職務上の事由による障害年金

職務上の事由による障害年金の年金額

職務上相当部分+職務外相当部分+15年以上の年数加算+加給金

職務上相当部分(f日船保法第41条第 1項第1号イ)

最終標準報酬月額×障害の程度に応じた月数(スライド改定は行われません)

職務外相当部分(旧船保法第41条第 1項第 1号ロ)

365，091円 + [平均標準報酬月額1X 120/100 X スライド率 (0.968) 

(平成 24年度 368，862円)

1 5年以上の年数加算(旧船保法第41条第1項第 1号)

[平均標準報酬日額1X 6日分 XO.968X [15年を超える被保険者年数l
※ 平均標準報酬日額とは、平均標準報酬l月額の 30分の1相当額をいいます。

加給金 (f日船保法第41条の 2)

前言己②と同額です。

@ 

O 

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
周

職務上の事由による遺族年金

職務上の事由による遺族年金の年金額

職務上相当部分+職務外相当部分+15年以上の年数加算+加給金+寡婦加算

職務上相当部分(旧船保法第 50条の 2第1項第3号イ)

最終標準報酎iI月額X5. 5ヶ月(スライド改定は行われません)

職務外相当部分(旧船保法第 50条の 2第 1項第3号ロ、ノ、)

182，545円 (平成 24年度 184，431円)

+ [平均標準報酬月額1X 51/100 X スライ ド率 (0.968)

1 5年以上の年数加算(旧船保法第 50条の2第2項)

[平均標準報酬日額1X 3日分XO.968X[15年を超える被保険者年数]

平均標準報酬日額とは、平均標準報酬月額の 30分の l相当額をいいます。

加給金(旧船保法第 50条の 3)

前記②と同額です。

寡婦加算(旧船保法第50条の3の2)

前記③の 1/2に相当する額です。

⑤ 

O 

-24-

※ 



⑥ 職務上の事前による障害年金受給者の職務外死亡による遺族年金

O 職務上の事由による障害年金受給者の職務外の事由により死亡した場合の遺族年金の年金

額

職務上相当部分+職務外相当部分+15年以上の年数加算+加給金+寡婦加算

職務上相当部分(旧船保法第 50条の2第1項第2号イ)

最終標準報酬月額X2.75月分×スライド率 (0.968) 

職務外相当部分(旧船保法第 50条の2第1項第2号ロ、ハ)

I平均標準報酬日額1X 3日分XO.968

+ 91，273円(平成 24年度 92，216円)

+ [平均標準報酬月額1X 57/200 X スライド率 (0.968) 

1 5年以上の年数加算(旧船保法第 50条の 2第2項)

I平均標準報部|日額1X 3日分XO.968X[15年を超える被保険者年数1

※ 平均標準報酬日額とは、平均標準報酬月額の 30分の 1相当額をいいます。

加給金(旧船保法第 50条の 3)

前記②の 1/2に相当する額です。

寡婦加算(旧船保法第50条の3の 2)

前記③と同額です。

⑦ 障害年金及び遺族年金の最低保障額(1日船保法第41条第2項、第50条の 2第3項)

778，500円(平成 24年度 786，500円)
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(6)共済年金にかかる事項

共済年金の年金額のスライド率及び加給年金額等については、 三制度と同様の取扱いとなります。

ただし、みなし従前額については、物価スライド率の適用はありません。

みなし従前額 昭和 61年3月31日までに共済組合員期聞が 20年以上あり、同日に退職

したならば退職年金を受けることができた方については、旧共済法による退職年金の額を保

障するもの。

※ 

退機共済年金及び特別支給の退職共済年金

退職共済年金及び特別支給の退職共済年金の年金額

定額部分、報酬比例部分(厚生年金相当部分)及び加給年金額については、 (2)①及び②と

同様です。

O 

① 

〈職域加算部分〉

・本来水準(平成 12年改正法附則第 11条)

一山

閣

ま

出
砂

川
員

同
齢
一

時

×po
-
守'-
4

一o
o
-o
 

些

I
+

×
 

平成 24年水準

([平均標準報酬月額]

平成 15年 4月以降の

×組合員期間)1.096-0.365 
1000 

平成 24年水準

([平均標準報酬額]X 

給付乗率:組合員期間が 20年未満の場合。

平成 l昨日までは、』誌238 となります。

山
パ
あ
け
チ
y
ツ
ク
問

平成時4月以降は、止当議183 となります。

-従前額保障(平成 12年改正法附則第 12条)

平成 15年 3月までの

1.5--0.5 ，f.n ̂  
X一寸OOO- X 組合員期間 ) 

平成6年水準

([平均標準報酬月額]
XO.983 

(平成 24年度従前額改定率 0.983)
+ 

平成 15'"4月以降の
1.154-0.385 

一一寸茄ず一一 ×組合員期間 ) 

平成6年水準

([平均標準報酬額]× 

給付乗率:組合員期間が 20年未満の場合。

平成昨日までは共鳴L となります。

平成印刷月以降は、盟域型となり ます。
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スライド率※ (3)~ (f) X 

-物価スライド特例水準

平成 15年 3月までの
1.5-0.5 

×一寸ooo~ x 組合員期間 ) 

平成6年水準

([平均標準報酬月額]

X l.031 

スライド率※(3)~ (f) 

平成 15年4月以降の

× 組合員期間

+ 

1.154-0.385 
1000 

平成6年水準

([平均標準報酬額] X × 

給付乗率組合員期間が 20年未満の場合

平成 15年 3月までl土井鵠.25 となります。

平成時4月以降は、担論理となります。

(2)①を参照ください。

障害共済年金

障害共済年金の年金額

報酬比例部分(厚生年金相当部分)については、 (2)@と同様です。

※スライド率については、前記 1

② 

O 

穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
用

く職域加算部分 I非公務]組合員期間 300月以上>

-本来水準

平成 15年 3月までの

× 組合員期間X 1.425 -
1000 

平成 24年水準

((平均標準報酬月額]

平成 15年4月以降の

× 組合員期間

+ 

X 1.096 -
1000 

平成24年水準

((平均標準報酬額]

平成 15年 3月までの

× 組合員期間x~ -
1000 

-従前額保障

平成6年ホ準

((平均標準報酬月額]
0.983 

(平成 24年度従前額改定串 0.983)

X 

平成 15年4月以降の

× 組合員期間

+ 

x~ -
1000 

平成6年水準

((平均標準報酬額]

スライド率※(3)~ (f) × 
平成 15年 3月までの

× 組合員期間x 1:~ -
1000 

-物価スライド特例水準

平成6年水準

((平均標準報酬月額]

l.031 × 

スライド率※ (3)~ (f) 
平成 15年 4月以降の

× 組合員期間

+ 

x 1._1~:' -
1000 

平成6年ホ準

((平均標準報酬額] × 

(2 )①を参照ください。
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※スライド率については、前記1



〉く職域加算部分 [公務等1
.本来水準

1.425 

1000 

平成 24年水準

[平均標準報酬月額]イる一(1級守)

戸 平成 24年水準

①オ [平均標準報酬月額] × 

平成 15年 3月までの組合員期間月数

+ 

X 

X 12X 

(組合員期間月数-300}l)} × (1級 寸す )
組合員期間月数

1.0日6

1000 

平成 24年水準

[平均標準報酬額]

+ 

守E(l級:唱と)
準
噸

ル
ハ
副
凶

伝
報

4

準
れ
標

m
判
均平

「
4
1

①
 

× 

平成 15年 4月以降の組合員期間月数

+ 

X 

X12X 

(組合員期間月数-3川)}× (1級寸蒜ー)
組合員期間月数

， 1.5 
×一一一一一一

1000 

平成6年水準

[平均標準報酬月額]
20 30 

X 12X一一一 (1級:一一一)
100 100 

-従前額保障

額月
準
酬

山市報
昨
準

酌
標

平
均平r

4
L
 

①
 

平成 15年3月までの組合員期間月数

+ 

× (組合員期間月数-3川)} X (1級→静)

0.983 

(平成 24年度従前

× 

組合員期間月数

1.154 

1000 

平成6年水準

[平均標準報酬|額]

+ 
15.385 . ._ 23.077 
一一一 (1級.一一一)
100 100 

F 平成6年水準

①，~ [平均標準報酬額]
額改定串 0.983)

× 

平成 15年 4月以降の組合員期間月数

+ 

× 

X 12X 

(組合員期間月数-300}l) } X (1級 →す)

穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
問 組合員期間月数

1.5 
×一一一一一-

1000 

平成6年水準

[平均標準報酬月額]
20 30 

X 12Xー一一(1級一一一)
100 100 

-物価スライド特例水準

額月
準
国

対
句
向

洋
婚

か
標

平
均平rE苛

L
①
 

平成 15年 3月までの組合員期間月数

+ 

(組合員期間月数 300月)} X 1. 031 X X (1級 →詐 )

×スライド率※

(a)~(白

組合員期間月数

1.154 

1000 

平成6年水準

[平均標準報酬額]

+ 

ザE(l級:鳴ら
， 平成6年水準

① ~ [平均標準報酬額] X 

平成 15年 4月以降の組合員期間月数

+ 

(組合員期間月数-300}l)}X1.031X 

X12X 

× 
1.442 

(1級 ・寸;;; ) 
組合員期間月数

(2 )①を参照ください。
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4， 182， 500円)

2， 583， 300円)

2， 337， 300円)

-公務外3級の最低保障額(第82条第 1項)

583， 900円(平成 24年度 589，900円)

・公務上の最低保障額(第82条第3項)

1級の場合、 4，139， 700円(平成 24年度

2級の場合、 2，556，900円(平成 24年度

3級の場合、 2，313，400円(平成 24年度

遺族共済年金

遺族共済年金の年金額

報酬比例部分(厚生年金相当部分)については (2)⑤、職域加算部分(非公務)について

は、 (6)②で算出された各々の年金額の 3/4に相当する額です。

また、長期要件(退職共済年金等の受給権者又は組合員等期聞が 25年以上であること)に

よる支給の場合には、死亡した者の生年月日に応じた給付乗率を使用し算出します。

③ 

O 

く職滅加算部分 [公務等]長期要件/組合員期間 300ケ月以上>

.本来水準

平成 15年s月までの

× 組合員期間
3.206-2.850 

X 一寸窃「一一

平成24年水準

([平均標準報酬月額]

穴
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け
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平成 15年 4月以降の

X 組合員期間

+ 
2.466-2.192 

1000 

平成24年水準

([平均標準報酬額]× 

平成 15年 3月までの

× 組合員期間
3.375-3.0 

x -一一一一一一一一1000 

-従前額保障

平成6年水準

([平均標準報酬月額]

x 0.983 
平成 15年 4月以降の

× 組合員期間

+ 

2.596-2.308 
×一一一一一一一一一ー1000 

平成6年水準

([平均標準報酬額] (平成 24年度従前額改定串 0.983)

×スライド率※(8)~ (f) 

平成 15年 B月までの

× 組合員期間
3.375-3.0 

x -一一一一一一一一ー1000 

-物価スライド特例水準

平成6年水準

([平均標準報酬月額]

l.031 X 

×スライド率※(8)~ (f) 

平成 15年 4月以降の

X 組合員期間

+ 

2.596-2.308 
×一一一一一一一一一1000 

平成6年水準

([平均標準報酬額l

-公務上の最低保障額(国共法第89条第3項)

1，034，900円(平成 24年度 1，045，600円)
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(7) JT共済にかかる事項

O 定額部分の額

720， 600円 (20年を超える 1年につき、 36，030円を加算)

(平成 24年度 727，460円 (20年を超える 1年につき 36，373円))

O 再評価率

昭和 7年 4月 2日以降に生まれた者 f1. 242975J 

(平成 24年度 1.254829) 

昭和 6年 4月2日から昭和 7年 4月 l日に生まれた者 f1. 237695J 

(平成 24年度1.249495) 

昭和 5年 4月 2日から昭和 6年 4月 l日に生まれた者 f1. 213055J 

(平成 24年度1.224600) 

f1. 202495J 

(平成 24年度 1.213931) 

昭和 5年 4月 l日以前に生まれた者

なお、 JT共済にかかる旧共済年金の従前額を算出する際のスライド率については、

fO.998165Jを乗じます。

30 



平成25年10月分からの特例水準解消による改定後の年金額等一覧
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根拠条文 給付名 改定前 改定後

0国民年金法

-第 27条 老齢基礎年金 786，500円 778，500円

'第 33条 障害基礎年金 (2級) 786，500円 778，500円

障害基礎年金(1級) 983， 100円 973， 100円

-第 38条 遺族基礎年金 786，500円 778，500円

-第 33条の 2
障害基礎年金の加算額

第 1項

。第 1子 ・第2子 226，300円 224，000円

②第3子以降 75，400円 74，600円

-第 39条第 1項 遺族基礎年金の加算額(妻)

①第 1子・第2子 226，300円 224，000円

②第3子以降 75，400円 74，600円

-第 39条の 2
遺族基礎年金の加算額(子)

第 1項

①第 1子(1人を除く) 226，300円 224，000円

②第 3子以降 75，400円 74，600円

-則項6第0年1改4条正法第附1 
老齢基礎年金の振替加算部分

226，300円に政令で定め 224，000円に政令で定め
る率を乗じて得た額 る率を乗じて得た額

01日国民年金法

60年改正法附則

第 32条第 2項

(第 27条第 1項) 老齢年金

①最高限度額 786，500円 778，500円

(第 38条) 母子年金 786，500円 778，500円

(第43条) 遺児年金 786，500円 778，500円

(39条第 1項) 母子年金の加算額

①第1子(1人を除く) 226，300円 224，000円

②第 3子以降 75，400円 74，600円

(第 39条の 2第 1
母子年金の母子加算額 226，3∞円 224，000円

項)

(第 44条第 1項) 遺児年金の加算額

①第 1子(1人を除く) 226，300円 224，000円

②第 3子以降 75，400円 74，600円

(第 77条第 1項た
老福下支えが行われる老齢年金 ・老齢年金の特

だし書及び第 78条
例支給額の最低保樟額

402，900円 398，800円
第2項)

(第 79条の 2第4
老齢福祉年金 402，900円 398，800円

項)

-
q
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根拠条文 給付名 改定前 改定後

(44年改正法附則
五年年金 406， 700円 402，500円

第 16条第2項)

(4 8年改正法附則
再開五年年金 406， 700円 402，500円

第 20条第 2項)

O厚生年金保険法

-第 44条第 2項 老齢厚生年金の加給年金額

①配偶者及び第 1子 ・第 2子 226，300円 224，000円

②第3子以降 75，400円 74，600円

-第 50条の 2第 2
障害厚生年金(1級、 2級)の加給年金額 226， 300円 224，000円

項

-第 50条第 3項 障害厚生年金 (3級)の最低保障額 589，900円 583，900円

-第 62条第 1項 遺族厚生年金の中高齢寡婦加算額 589，900円 583，900円

， 60年改正法附則
老齢厚生年金の加給金の特別加算

第日 0条第2項

①昭和 9年4月2日
33，300円 33，000円

~ 15年 4月 1日生まれ

②昭和 15年 4月 213
66，800円 66， 100円

~ 16年 4月 1日生まれ

③昭和 16年 4月 2日
100，200円 99，200円

~ 17年 4月 1日生まれ

@昭和 17年 4月 2日
133，600円 132，200円

~ 18年 4月 1日生まれ

⑤昭和 18年4月 2臼生まれ~ 166，900円 165，200円

01日厚生年金保険法

60年改正法附則第
78条第 2項

(第 34条第 5項) 加給年金額

①配偶者 ・第 l子 ・第 2子 226，300円 224，000円

②第3子以降 75，400円 74，600円

(第 50条第 1項第
障害年金 (3級)の最低保障額 786，500円 778， 500円

3号)

(第 60条第2項) 選抜年金の最低保障額 786，5∞円 778，500円

(第 62条の 2第 1
遺族年金の寡婦加算(有子、 60歳以上)

項)

① 60歳以上、子 1人 150，800円 149，300，円

②子 2人以上 264，000円 261，300円

-附員1)第 16条第2
項

(6 1年経過措置経
|日々法遺族年金の併給調整限度額 112，400円 111，200円

令第 94条)

(日 日年改正法附則
|日々法遺族年金の併給調整限度額の最低保障額 114，500円 114，500円

第 78条第 2項)
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根鎚条文 給付名 改定前 改定後

-厚生年金保険及び
船員保険交渉法第 2 遺族年金の特例の最低保障額 786，500円 778，500円
5条の 2

.48年改正法附員IJ 旧々法遺族年金、寡婦年金、かん夫年
786，500円 778，500円

第3条第2項 金及び遺児年金の例による保険給付

. 48年改正法附則 旧々法に係る従前の加給金 目増額金に
第3条第3項 相当する給付

①配偶者 ・第 1子 ・第 2子 226，300円 224，000円

②第 3子以降 75，400円 74，600円

0113船員保険法

， 
60年改正法附則第
8 7条第3項

(第 36条第 1項) 老齢年金の加給金

①配偶者 ・子 1人 226，300円 224，000円

②子 2人 452，600円 448，000円

③子 3人以上(1人につき) 75，400円 74，600円

(第41条第 1項第
職務上の事由による障害年金の定額部分 368，862円 365，091円

1号ロ)

(第41条第2項) 障害年金の最低保障額 786，500円 778，500円

(第41条ノ 2第 1
陣容年金の加給金

項)

①配偶者・子 1人 226，300円 224，000円

②子 2人 452，600円 448，000円

③子 3人以上(1人につき) 75，400円 74，600円

(第 50条ノ 2第 1 職務上の障害年金受給者が職務外の事由により
92，216円 91，273円

項第 2号ロ) 死亡した場合の遺族年金の定額部分

(第 50条ノ 2第 1
職務上の事由による遺族年金の定額部分 184，431円 182，545円

項第3号ロ)

(第 50条ノ 2第 3
遺族年金の最低保隊額 786，500円 778，500円

項)

(第 50条ノ 3 遺族年金の加給金

-別表第3ノ2) ①子 1人 226，300円 224，000円

②子 2人 452，600円 448，000円

③子3人 528，000円 522，600円

@子4人以上(3人を除いた 1人につき) 75，400円 74，600円

(第 50条ノ 3ノ
職務外の事由による遺族年金の寡婦加算

2) 

① 60歳以上 ・子 l人 150，800円 149，300円

②子 2人以上 264，000円 261，300円

(厚生年金保険及び
船員保険交渉法第2

遺族年金の特例の最低保障額 786，500円 778，500円
日条、第 25条の
2) 
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板処条文 給付名 改定前 改定後

(40年改正法附則
!日陸軍共済組合等の組合員であった期間に関す

1，291，019円 1，277，818円第 16条第4項第 1
る特例による遺族年金の定額部分の最高限度額

号)

(6 0年改正法附則
旧々船保法の遺族年金の併給調整限度額 112，400円 111，200円

第 87条第3項)

旧々船保法の遺族年金の併給調整限度額の最低
114，500円 114，500円

保障額

(48年改正法附則 旧々法寡婦年金、かん夫年金又は遺児年金の例
786，500円 778，500円

第8条第4項 9 による保険給付の額

-34-
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|平成25年10月分からの年金額改定に関するQ&AI
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次目

P1 

P2 

P7 

P4 

P4 

P4 

P3 

P3 

P5 

P5 

P5 

P6 

P6 

P1 

なぜ、平成25年10月分からの年金額が下がったのですが。

来年度、消費税が引き上げられるという時期にさらに年金を引き

下げるということは、老後の生活の安定等を図るためという年金

の趣旨に反するのではありまぜんか。

今回の特例水準解消によるマイナス1%の年金額は、どのような

計算を行うのですか。

年金額がft¥iい方などは、年金額を下げないということはできない

のですか。

政府は物価水準の引き上げを渇げ、金融緩和の実施や賃金の引き

上げを企業に要請することとしており、これに伴う物価・賃金の

上昇で特例水準と本来水準との差分は縮まる方向lこあるはすなの

に、なぜ、この時期に年金額を引き下げる必要があるのですか。

今後の特例水準解消のスケジュールを教えてください。

自分の年金は、平成 16年度以降仁年金受給権が発生している

が、そのi墨合でも今後、段階的に2. 5%引き下げられるのです

か。

なぜ、平成25年10月分からの年金額が、改定前の年金額と比

較して引き下げ幅が1. 0%となっていなし1のですか。

いつの支払いから適用されますか。

改定後の年金額のお知らせはいつ送付されますか。

年金額改定通知書が届く前に改定後の年金額を教えてもらえます

か。

厚生年金基金から年金を受けていますが、国から受けている年金

額はどのようになりますか。

今回の特例水準解消について、お客様にどのような広報を行って

いるのですか。

平成25年10月分から年金額を引き下げだ結果、本来水準が特

例水準を上回った揚台、どちらの水準による年金額が受払われる

のですか。

au 。。

〔オ)

(2) 

(9) 

(1 0) 

(1 1) 

(1 4) 

(1 2) 

(1 3) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用



物価が下潜

本来の水準

0%の引き下げが行わ

(1)なぜ、平成25年10月分からの年金額が下がったのですか。

(回答〉

現在の年金については、平成12年度から平成14年度にかけて、

したにもかかわらず、年金額を引き下げすに据え置いだことにより、

より 2. 5%高い水準(特例水準〉となっています。

この本来の水準より高い年金額となっていることについて、平成24年11月

の法律改正※により、平成25年10月、平成26年4月および平成27年4月

にかけて、段階的に解消することとしています。

これにi半い、平成25年10月分からの年金額から 1. 

れます。

『園民年金j去等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律(平成24年

法律第99号)n 
※ 
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(2)来年度、消費税が引き上げられるという時期にさらに年金を引き下げ

るということは、老後の生活の安定等を図るだめという年金の鰹旨に

反するのではありませんか。

(回答〉

特例水準による年金給伺については、物価下港時に年金額の引き下げを行わず、

年金受給者の生活への影繕を緩和するだめの掲置として実施されています。

物価 ・賃金の下藩傾向が長期化したため、物価 ・賃金の上昇に伴い、特例水準

と本来水準との差分を絡め特例水準を解消していく当初の想定の実施が困難とな

り、特例水準による年金給付を続けたことにより、これまで約8兆円(毎年約1

兆円〕、本来水準よりち多くの年金額をお支払いしてきました。

そのため、特例水準による年金給付を続けることは、将来の年金受給者となる

現役世代の年金額を確保する上で影響があるため、世代聞の公平の観点から、平

成25年10月分の年金額から段階的に精例水準の解消を図ることになりました。

この特例水準の解消は、既にお支払いしてきた特例水準による年舎を遡ってお返

し願うものではありません。

なお、年金を受給されており、所得が一定の基準以下である高齢者や障富者等

の万には、年金生活者支援給借金が支給されることとなります。(平成27年1

O月から)

苧 l
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(3)今回の特例水準解消によるマイナス1%の年金額は、どのような計算

を行うのですか。

〈回答〉

年金額の計算にあたっては、平成 16年改正後の規定により計算した年金額

(本来水準〉が平成16年改正前の規定により計算した年金額(物価スライド特例

水準〉に満たない揚合、平成16年改正前の規定により、物価スライド特例水準

の年金額を支給することとしています。

<符例水準の年金額(基礎年金〉の計算式>

平成16年改正前の規定に定める額 x(改定が行われた後は、 「政令で定める率J) 

」二一「
×10.9叩 仁 0.968

マイナス1%

0.978 (平成24年4月分以降仁おける 「政令で定める率J) 

例〉平成 16年改正法附則第7条、平成 25年 10月分からの老齢基礎年金

804，200円※ X 0.968 二 778，500円

※ 平成 16年改正前の国民年金法第 27条に規定する年金額(平成 12年改正後の年

金書:~)

0平成24年度において、政令で定める率が0.978に改定されていますが、平成

25年10月分からは、 0.978に政令で定める率 (=0目990)を乗じて、上記政

令で定める率を込968に改定します。

0上記で求めた「政令で定める率 I0.968が、間 0.978に比べてマイナス1%と

亙2エ.kl重ため、平成25年10月分からの年金額が、 「マイナス1%J改定

されると表わしています。

※ 平成24年度の年金額そのものlこ0.990(マイナス1%)を乗じてち、平成2

5年10月分からの年金額となりませんのでご留意願います。

2
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(4)年金額が/t'iiい方などは、年金額を下げないということはできないので

すか。

物価が下潜

本来の水準

(回答〉

現在の年金については、平成 12年度から平成14年度にかけて、

したにもかかわらず、年金額を引き下げすにj居え置いだことにより、

より高い水準(特例水準)となっています。

この特例水準による年金給付については、年金額の高低にかかわらず行われて

いますが、このたびの特例水準の解消において、将来の年金受給者となる現役世

代の年金額を確保し、世代聞の公平を図るため、年金額の高値にかかわらず等し

く年金額を引き下げることにより、段階的に本来の水準に戻すものです。

まだ、特例水準の解消については、一度に引き下げを行つだ揚合、高齢者、ひ

とり親家庭や障害者の方々の生活への影響が大きいことから、 3年間で除/マに解

温豆呈こととしておりますのでご理解願います。
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(2)のように、年金を受給されており、所得が一定の基準以下である高齢

者や障害者等の方には、年金生活者支媛給付金が支給されることとなりま

す。(平成27年10月から〉

※ 

(5)政府は物価水準の引き上げを掲げ、金融緩和の実施や賃金の引き上げ

を企業に要請することとしており、これに伴う物価・賃金の上昇で特

例水準と本来水準との差分は縮まる方向にあるはずなのに、なぜ、こ

の時期に年金額を引き下げる必要があるのですか。

(回答〕

現在の特例水準による年金給付を続けることは、本来水準よりも年間約1兆円

多く年金をお支払いすることになり、これは招来世代の年金給付を削って、今の

高齢世代に回していることになります。

この特例水準が解消するまでの聞は、長期的に年金財政のパランスを確保する

ためのマクロ経済スライドが発動しません。年金財政を安定化し、将来世代の年

金額の確保につなげるため、一刻ち早い解消が必要となっていますのでご理解願

います。

なお、今後、物価・賃金が上昇した場合には、引下げ幅の縮小や年金額が据え

置きになることもあります。

ー3
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(6)今後の特例水準解消のスケジュールを教えてください。

0%、平成

(回答)

平成25年10月マイナス1.0%、平成26年4月マイナス1
27年4月マイナス0.5%を予定しています。

なお、物価・賃金が上昇した揚合には、引き下げ幅は縮小します。

(7)自分の年金は、平成16年度以降に年金5割合権が発生しているが、そ

の揚合でも今後、段階的に2.5%引き下げられるのですか。

(回答〉

引き下げられます。

平成16年改正により、本来水準と特例水準のそれぞれの計算式により算出し

た年金額を比較しだ上で最ち高い年金額をお支払いすることとなっていますので、

平成16年度以降に年金受給権が発生している方についても、お支払いする年金

額が高い特例水準による年金額で決定を行っています。

そのため、平成25年10月分からの年金額から段階的に特例水準の解消によ

る年金額の引き下げが行われます。

計算式の詳細については、 [別添1】平成25年10月分からの特例水準解

消による改定後の年金額等を参照ください。

※ 

↑

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
問

(8)なぜ、平成25年10月分からの年金額が、改定前の年金額と比較し

て引き下げ幅が1. 0%となっていないのですか。

(回答〉

平成25年10月分からの年金額については、法律で定める端数処理や付加年

金に物価スライド改定がないことおよび厚生年金基金から年金を受けている方の

改定ルールなどにより、平成24年度の年金額を1.0%引き下げた額と完全に

一致するものではありませんのでご了窓際います。

[参考]

① (3)を参照ください。

②端獄処理

年金給付の額に 50円未満のt指数が生じだときはこれを切り鎗て、 50円

以上 100円未満の端室長が生じたときはこれを 100円に切り上げるものとす

る。 (国査手法第 17条、厚年法第 35条抜粋〉

③厚生年金基金関係 (12)を参照ください。

-4 -
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(回答〉

改定後の年金については、平成25年12月 (10月分、 11月分〉からのお

支払いとなります。

なお、平成25年11月分以降の年金が支給停止となる方などについては、平

成25年11月 (10月分〉にお支払いすることになります。

(9)いつの支払いから適用されますか。

(1 0)改定後の年金額のお知らせは、いつ送付されますか。

(回笥〕

改定後の年金額については、年金額改定通知書でお知らせします。

年金額改定通知書については、 12月13日の支払いに向けて、原則として、

年金振込通知書と一体となっだ統合通知書(J¥ガキ〉で、 12月 4~7 日の期間

に、 111買次、年金受給者に送惜します。

なお、 9月20白から 10月21日入力分 (11月随時サイクル〉で平成25

年10月以降の年金額が変更となった方など刈こは、 11月7日に送付します。
穴
あ
け
チ
主
ツ
ク
冊

平成25年11月分以降の年金が、在職中で支給停止となる方などです。※ 

(1 1)年金額改定通知書が届く前に改定後の年金額を教えてもらえますか。

(回答〉

今回の年金額改定により改定された年金額については、 11月上旬および12 

月上旬に送付される年金額改定通知書によりお知らせすることとしていますので、

年金額改定通知書がお手元に届くまでお待ちし1ただきますようお願いします。

民
υ
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(12)厚生年金基金から年金を受けていますが、固から受けている年金額は

どのようになりますか。

〈回答〉

厚生年金基金から年金を受けている方の年金額については、固く機矯〕からお

支払いする年金額と厚生年金基金からお支払いする代行部分の年金額との合計額

となります。

平成25年度10月分からの年金額については、平成24年度の年金額と比較

して、この合計額からおおよそ1. 0%引き下げられることとなりますが、厚生

年金基金の代行部分については、特例水準解消による改定は行われないため、固

からお支払いする年金額から厚生年金基金の代行部分にかかる引き下げ分が更に

引き下げられます。

引き下げ幅の合計については、厚生年金基金から年金を受けられていない方

と変わりません。

※ 

(1 3)今回の特例水準解消について、お客僚にどのような広報を行ってい

るのですか。

〈回答〉

①本部において、ポスターおよびリーフレットを作成の上、年金事務所等に配

布しますので窓口等に設置をお願いします。

ー

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

l

【別添4)平成25年10月分からの年金額改定にかかるポスターおよ

びリーフレッ卜を参照ください。

②機構ホームペ}ジでの情報提供を行います。

次〉

③市町村向けの広報『かけはし~ (第22号平成25年9月2日〕に掲載の上、

市町村窓口等において活用をお願いしています。

④平成25年10月21日発送予定の納入告知書に同封する『事業主の皆さま

ヘ』に掲載の上、周知を行います。

(平成25年10月1日より 111貢

-6 -
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(1 4)平成25年10月分から年金額を引き下げた結果、本来水準が特例

水準を上回った場合、どちらの水準による年金額が支払われるので

すか。

(回答〕

平成25年10月分からの年金額引下げと今後の本来水準の上昇により、本来

水準が特例水準を上回った揚合には、本来水準による年金額が支払われます。

ー

穴

あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

年金額の計算に使用した水準については、受給権者原簿の「水準」を参照く

ださい。なお、平成25年10月から平成26年3月の年金額は特例水準が

上回ります。

-7・
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[矧l添31

O 現行のマヴロ経済スライドは、本来水準が特例水準を上回ってから適用す吾ニヒとされており、現在まで一度も発初Jた

ことはない.平成25年度現在、本来水準と特例水準の差は‘2.5%にlit大している.
O 特例水準と本来水準の年金給付の差額(基礎年金+厚生年金)は毎年約1 兆円となっており、過去の累計(平成12~24年
度H'は約B兆円となっている.

年金の特例水準と本来水準の推移について

_..." .. 
「、

ゐO.JJ6
.ヘ、、、

4企‘0.7%
一、、、、、

企o4♂%6 
、、、

、

企o.λ、
¥ 、、、

町、.

d企‘0.39t、

iA.血盆位益1並白
盟主主三玉U主

スライド直定に聞いる基準

(1)出血区E童凶皇室

本来水準の改定の仕組み

，
咽
伺
闘
舗
M
m
A草

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

Olii担軽定者 (68畠到達年度闘の量結権者)

血E呈ill主盟主1(以下、 f買釦 tいう.)

出 年金を支える世保障者自賃金に応じて画定し‘年壷祖由実質的主

画監を臨時します.

賃金

0醍量定者 (68揖到達年Ill;l膚の盟結11者)

よ且盟主!l!t(目下.r相圃jという.)物園

町田

指 柏田に応じて直定L.年金量結者自肱買力由祖持を固ります.@ 物伍

(2)本来水準的直定的仕組み(国)における申から@Iこついての畳理

ーー- 斬揖量定者 問書定者

1うイド総1:用 1\~基準 (ft船 貴金 相圃

①0<貴金〈鞠匝 費量 貫壷

Ii!買金重0<拘置 0スライド 07.ライド

@買量〈物価<0 物園 拘置
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.::. 
c11 

0年金の特例水準と本来水準の挺移について [別紙】

H 1 1年 H 1 2年 H 1 3'李 H 14年 H15年 H 1 6 f李 H 17年 H 18年 H 1 9年 H20年 H2 1 ~手 H22年 H23年 H24年

消費者物価

指恕 "'0.3 企0.7 企 O.7 企 O.9 ...0. 3 変動なし 企 O.3 O. 3 変到なし 1. 4 "'1.4 企 O.7 企 O.3 変到なし

(苅前年比}

名目手取り
後1 後1

賃金変自串 変到なし 変到なし "'0.4 O. 9 "'2.6 "'2.2 企 1.6 "'0. 6 

提1平成16年aIliE郡司sU第 11祭の規定により ro.oC変日なレ-)Jとみなされている. 

H25年度 H25年度

H 12'手III H 131:手E H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年直 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23:i:手E H24年度 4月分~ 10月分~

9月分 3月分

特例水車の

日変自分 変動なし 変動なし 変到なし 血 0.9 企 0.3 変動なし "'0.3 変到なし 変動なし 変動なし 変動なし 企 0.3 変動なし (...1.01 

{対前年上回

本来水車の

日変泊分 "'0.3 企 O.7 企 O.7 "'0.9 "'0.3 変動なし "'0.3 変到なし 変到なし O. 9 -"1.4 -"0. 3 変動なし 変動なレ

ほ百前年比}

特例7.1<翠と

[;23 [-"0.8] 回本来7.1<涯の 企 O.3 -"1.0 -"1.7 -"1.7 -"1.7 -"1.7 -"1.7 -"1.7 -" 2. 2 -" 2. 5 -" 2. 5 -"1.5 

差分(累悶

0平成11年-13年広かけて物価 0平成161手g改正 0本来7.1<埠については、 OH20 OH22'李庭 O特例7.1<

下活にちかかわらず、物価スライド特 -怪盟主到開価上昇した混合でも 賃金孟0<物価のた径九 年 につい -陸盟主到物価が、企1.4であるが、変動笹田 恕解消に
倒箔~5:により年金顕在据え白いた 年金額を据え置く一方、物価下活レ 。スライド. ては、口〈 7.1<車t.J'lill¥!ll'手 CH17年〉白水草よりプラスO. よる年金

ため、'"耳~.I<坦との企 1 . 7の給伺7.1<

E合だ揚、霊年合園金問額、を年町引金価き額・ょを賃げ引童るきの.下上一げ主昇る選の.主混主

来[剖添3)主主照. 賃 金〈物
医変3霊自のた分園のめ、企マイナスaIl定なし.

額改定を

準の差分が生じる. 価のため、 物価が、賃金孟物価孟0のため、物価 段階的に
賃 金変日 1. 4a1l定. 行い、本来

埠が特M益~に遣い盟~ことによ 分の0.9 ill:t2.3-'ま位 水砲の年

iり尚窓孝矛図来る*ー郡fF凶特値酬目京隼置町Eとl臨白】書拘置
直定. -国主姐物価が、 "'0.7であるが、変動後 金額に戻

の水車t.J'ß草茸 CH 17年〉の.~より企O. 4 す.

の価匡た変霊め町園、分の企O.4o!l定.物価が、賃金孟咽価孟Oの定的、咽

企O.7a1l定.

-・.-_.血』円F ー........，.......---~""""_....・--ー......_-斗 p ・.--由........-""" ---"""-----，...........，_..山.-.-....................--白血.A】..・四日 一ー] ・ー...._--"...酔』ー .，._-
H23年度およびH24年度に特例水準を引き下げたため、 H24年度の上記水単については、 H22年を基準年として口出する。 H25年度については、 H23年を廷型車年とレて口出する.

← 述、缶、， H 、~(i:告を>J → 
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穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
用

【別添4]

平成25年10月分からの年金額の改定について

0現在の年金額は、平成12年度から平成14年度にかけて、物価下港にもかか

わらず、年金額を据え置いたことで、本来の水準よりも2.5%高い水準〈特

倒水準〉となっています。

0平成24年の法律改正で、平成25年10月、平成26年4月および平成2

7年4月に段階的に特例水準を解消することにより、年金財政の改善を図る

とともに、将来の受給者となる若い世代の年金額を確保し、世代聞の公平を図

ることとなりました。

0このため、平成25年 10月分としてお支払いする年金額からは、 9月ま

での額に比べ、マイナス1.0%の改定が行われますけ O月分の年金は、通

常は12月にお支払いします。)。

なお、今後の解消のスケジュールは、平成26年4月にマイナス1.0%、平成27年4月にマイナス0.5%
を予定しています(実際の年金額の改定については、物価・賃金の状況により、決まります。).

0改定後の年金額leI:、年金額改定通知書等により、お知らせレます。

〈 参考 〉 平成25年4~9月と平成25年 1 0月以降における年金額の比較

平成25年4~9 月(月額〉 平成25年10月以降〔月額〕制

国民年金 65， 541円 64，875円
[老齢基磁年金額(満額): 1人分]

厚生年金※2

[夫婦2人分の老齢基底年金吾富む 230， 940円 228，591円
f票準的な年金額]

※1 平成25年10月以降の年金額は、法律で定められた計算方法に従って年金額を計算していることや
端数処理などの関係で、平成 25年4~9月の年金額の 1.0%を引き下げた額と一致するものではあり

ません。

※2 厚生年金は、夫が平均的収入(平均標準報酬 36.0万円)で 40年間就業し、妻がその期間全て専業主
婦であった世帯が年金を受け取り始める場合の給付水準

う再生懸!朝倉 Japan Ponslon Sor¥llce 

日本年金機構
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平成 25年 10月3日

給付情 2013-101

施行に伴う経過措置に関す

情報提供)

z 供先l是

相Iセ責
社労士会 健保協会

健議保，ノ

11 

〆 〆

文書区分

重

要報£ロ乞要度高
緊急 「国民年金法等の一部を改正する法律の

る政令の一部を改正する政令等」の施行

本部 ブロッウ本部 事務センヲー 年金事務所

部各 厚年 厚年 適
適用課

宛先 関係部 理部管 相給部 書部 G G 国年 年給 記録 突A 用課
徴収課 国年繰 記録謀 相談室

全 総務 厚年 G G G G 総務 厚年

ム O O O O O O O O O O O O O O O O 

本部関係部

経営企函部、事業企画部、サービス推進部、年金相談部、記録問題対策部、システム統括部、

基幹システム開発部、システム運用部、業務管理部、障害年金業務部、支払部、業務渉外部

穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
用

旦並ニ盤量

「平成十六年度、平成十七年度、平成十九年度及び平成二十年度の国民年金制度及び厚生年金保険制度並び

に国家公務員共済組合制度の改正に伴う厚生労働省関係法令に関する経過措置に関する政令及び国民年金法等

の一部を改正する法律の施行に伴う経過給置に関する政令の一部を改正する政令(平成 25年政令第 262号)J

(以下、「政令』という。)が平成 25年 9月 6日に公布され、平成 25年 10丹1日より施行されましたのでお知

らせするものです。

ポイン卜(肉容)

O 上記政令が、平成 25年 10月1日より施行され、別添のとおり、厚生労動省年金局長から日本年金機構理

事長宛に通知されましたのでお知らせします。

O この政令については、法律の規定に基づき、平成 25年 10月分からの年金額の改定について、特例水準を

解消するための政令で定める率を定めること等所要の規定の整備を行うことを内容とするものです。

なお、平成25年 10月分からの年金額の改定における具体的な事務の取扱い等については、次を参照くだ

さい。

・平成25年 9月 13日 [給付指 2013イ10・事企指 2013-671※ 『平成 25年 10月分からの特例水準解消によ

る年金額改定に伴う事務の取級い等(その1)I (指示・依頼)

・平成 25年 9月30日[給付指 2013-1171r平成 25年 10月分からの特例水準解消による年金額改定に伴う

事務の取扱い等(その 2)J (指示 ・依頼)

照会先

本部年金給付部給付企画G
。んばやし

担当大岸、よ主主

連絡先
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年発 1 0 0 1第 1号

平 成 25年 10月 1日

殿日本年金機構理事長

厚生労働省年金局長

(公印省略)

平成十六年度、平成十七年度、平成十九年度及び平成二十年度の国民年

金制度及び厚生年金保険制度並びに国家公務員共済組合制度の改正に伴

う厚生労働省関係法令に関する経過措置に関する政令及び国民年金法等

の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令の一部を改正

する政令の施行について

平成十六年度、平成十七年度、平成十九年度及び平成二十年度の国民年金制度及び

厚生年金保険制度並びに国家公務員共済組合制度の改正に伴う厚生労働省関係法令に

関する経過措置に関する政令及び国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経

過措置に関する政令の一部を改正する政令(平成25年政令第262号)が平成25年 9月

6日に別添の通り公布され、本日施行されたので通知する。

これらの改正の主な内容は下記のどおりであるので、その内容につき御了知いただ

く左ともに、実施に当たっては、貴機構において周知徹底を図り遺漏のないよう取り

扱われたい。

ー

穴

あ
け
チ
ェ
ッ
ク

m

記

1 改正内容

(1) 平成十六年度、平成十七年度、平成十九年度及び平成二十年度の国民年金制

度及び厚生年金保険制度並びに国家公務員共済組合制度の改正に伴う厚生労働

省関係法令に関する経過措置に関する政令の一部改正

平成25年10月以降の月分の国民年金法による年金たる給付・の額の計算に関す

る経過措置の読替え等について所要の規定の整備を行うこと。(第 1条関係)

(2) 国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令のー

部改正

48ー



平成25年10月以降の月分の老齢福祉年金の一部支給停止額等を改定するこ

と。(第 2条関係、)

2 施行日等

(1) 施行期日

平成25年10月 1日

穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
用

経過措置

平成25年9月以前の月分の老齢福祉年金の支給の停止等について、所要の経

過措置を設けること。(附則第 2条関係)
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(2) 



雇E
平成十六年度、平成十七年度、平成十九年度及び平成二十年度の国

民年金制度及び厚生年金保険制度並びに国家公務員共済組合制度の

改正に伴う厚生労働省関係法令に関する経過措置に関する政令及び

国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する

政令の一部を改正する政令について

【改正の趣旨】

法律の規定に基づき、平成 25年 10月以降における年金額の改定につ

いて、特例水準を解消するための政令で定める率を定めること等所要

の規定の整備を行うもの。

【平成 25年 10月から 26年 3月までの年金額について】

平成 24年 11月に成立した「国民年金法等の一部を改正する法律の一部を改

正する法律J(平成 24年法律第 99号)の規定に基づき、平成 11年から平成 13

i 年までの聞において、物価が下務したにもかかわらず、特例的に年金額を据え
7 
ェ 置いた影響で、法律が本来想定している水準よりも 2.5%高い水準になってい
ツ

ク
/fJ 

るものについて、段階的に解消を行 うこととしている。

平成 25年 10月から 26年 3月までの年金額については、 24年の物価の対前

年比変動率が 0.0%であったことから、物価の変動による解消幅の増減は無く、

今回の解消において年金額は 1.0%の引下げとなる。

※物価・賃金の変動がない場合の解消のスケジュールは、 H25.10.企1.0%、H26目 4....1. 0%、

H27. 4. "'0.5%。

【政令の内容】

・平成 24年の物価変動率(1.00)に O.990を乗じて得た率として政令で定め

る率を 0.990とする。

・老齢基礎年金、老齢厚生年金の特例水準の年金額に乗じる率を 0.978から O.968 

に改める。

・その他の年金についても同様に規定の整備を行う。

【施行期日】

平成 25年 10月 l日
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医自

の公布に「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」

ついて(通知) (抄)

年 発 1 126第 1号

平成 24年 11月 26日

殿日本年金機構理事長

厚生労働省年金局長

(印影印刷)

の「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律J

公布について(抄)

円八
あ
付
チ
ェ

ッ
ク
用

「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律(平成 24年法律第

99号)Jが平成 24年 11月 26日に公布された。

本法律による改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、その内容につき御了

知いただくとともに、実施に当たっては、貴機構において周知徹底を図り遺漏のない

よう取り扱われたい。

記

第一 改正の趣旨

(前略)、平成 12年度以降の各年度における年金額等の改定の特例措置による年金

額等の水準について段階的な適正化を図る等のため、所要の措置を講ずるものである。

改正の内容

1 国民年金法等の一部を改正する法律(平成 16年法律第 104号)

(1)、(2 )路)

( 3 ) 年金額の改定の特例措置の段階的な解消

① 年金額の改定の特例措置に係る規定の適用は、平成 26年度までの間とし、

平成 27年度以降は適用しないものとすること。(附則第 7条、第 8条、第

27条、第 28条、第 29条、第 52条、第 53条及び第 54条関係)

② 年金額の改定の特例措置に基づく平成 25年度及び平成 26年度の年金額に

ついて、物価変動率又は名目手取り賃金変動率を基準とする改定と併せて、

の一部改正

-
R
U
 

第二



それぞれ1.0%の適正化が図られるよう改定する措置を講ずること。(附則

第 7条の 2、第 8条の 2、第 27条の 2、第 28条の 2、第 29条の 2、第 52

条の 2、第 53条の 2及び第 54条の 2関係)

2 国家公務員共済組合法等の一部を改正する法律(平成 16年法律第 130号)のー

部改正

( 1) (賂)

( 2 ) 国家公務員共済組合法による年金である給付について、 1の(3 )の改正に

準じた改正を行うこと。(附則第 4条から第 5条の 2まで、第 7条、第 7条の

2、第 25条及び第 25条の 2関係)

3 (絡)

↑

穴

あ

け
チ
y
ツ
ク
悶

4 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律(平成 16年法律第 132号)の

一部改正

( 1)略)

( 2) 地方公務員等共済組合法による年金である給付について、 1の(3 )の改正

に準じた改正を行うこと。(附則第 4条から第 5条の 2まで、第 7条及び第 7

条の 2関係)

5 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律(平成 13年法律第 101号)の一部改

正

特例年金額を算定するに当たって算定する統合目前日の年金額について、平成 25

年度については、 0.8パーセントの適正化が図られるよう改定する措置を講ずるとと

もに、平成 26年度以降の年度の当該年金額は、老齢厚生年金等の再評価率左同様に

改定することとする措置を講ずること。(附則第 31条、第 31条の 2、第 32条、第 36

条から第 39条まで、第 41条、第 42条及び第 44条関係、)

6 児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律(平成 17

年法律第 9号)の一部改正

児童扶養手当法による児童扶養手当等について、 1の(3 )の改正に準じた改正を

行うこととし、手当額の改定の特例措置に銀、る規定の適用は、平成 26年度の月分ま

でとし、平成 27年度以降は適用しないものとするとともに、手当額の改定の特例措

内
ζ

民
U



置に基づく平成 25年度及び平成 26年度の手当額について、物価変動率を基準とする

改定と併せて、それぞれ O.7パーセントの適正化が図られるよう改定する措置を講ず

るこど。(第 1項及び第 2項関係)

第三施行期日等

1 施行期日

この法律は、公布の日から施行すること。ただし、第二の 1の(3 )、 2の(2 )、

4の(2 )、 5及び 6に掲げる事項は、平成 25年 10月 1日から施行すること。

2 経過措置

平成 25年 10月前の月分として支給される年金たる給付等について、所要の経過

措置を設けること。(附員Ij第 2条から第 6条まで関係)
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第 6126号報官金昭日平成 25年 9月6日3 
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平
成
+
六
年
度
、
平
成
十
七
年
度
、
平
成
十
九
年
度
及
び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金
保
険
制

度
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
制
度
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令
に
関
す
る
経
遇
措
悩
に
閲
す
る
政
令
及

び
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
借
置
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ

こ
に
公
布
す
る
.

御

名

御

璽

平
成
二
十
五
年
九
月
六
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国

務

大

臣

菅

義

偉

政
令
第
二
百
六
十
二
号

平
成
十
六
年
度
、
平
成
十
七
年
度
、
平
成
十
九
年
度
及
び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金
保

険
制
度
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
制
度
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令
に
関
す
る
経
過
指
置
に
関

す
る
政
令
及
び
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
遇
措
置
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
二
十
四
年
法
律
第
九
十
九

号
}
の

一
部
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
関
係
法
律
の
規
定
に
基
づ
曹
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
.

(
平
成
十
六
年
度
、
平
成
十
七
年
度
、
平
成
サ
九
年
度
及
び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金
保
険

制
度
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
制
肢
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令
に
関
す
る
経
過
借
世
に
関
す
る
政

令
の
一
部
改
正
)

第

一
条
平
成
サ
六
年
度
、
平
成
十
七
年
度
、
平
成
十
九
年
度
及
び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金

保
険
制
度
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
制
度
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令
に
関
す
る
経
過
措
置
に
関
す

る
政
令
(
平
成
十
六
年
政
令
第
二
百
九
十
八
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
.

第
一
条
の
見
出
し
中
『
附
則
第
七
条
第
二
項
」
を
「
附
則
第
七
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十

六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
中
「
平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
』
に
、
「
政

令
で
定
め
る
率
は
、

0
・
九
七
八
」
を
「
当
骸
年
度
の
国
民
年
金
法
第
二
十
七
条
に
腐
定
す
る
改
定
率
の
改
定
の
基

準
と
な
る
率
に

0
・
九
九
O
を
乗
じ
て
得
た
率
と
し
て
政
令
で
定
め
る
率
は

0
・
九
九
O
K
L、
当
骸
各
号
に
掲
げ

る
規
定
に
組
定
す
る

0
・
九
七
八
に
当
骸
政
令
で
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
率
を
基
準
と
し
て
政
令
で
定
め
る
率
は

0
・
九
六
八
」
に
改
め
、
同
条
第
一
号

4

中
「
附
則
第
七
条
第
二
項
」
を
「
附
則
第
七
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替

え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
可
附
則
第
八
条
第
二
項
L

を
寸
前

則
第
八
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
八
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三

号
中
「
附
則
第
二
十
七
条
第
二
項
」
を
「
附
則
第
二
十
七
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改

正
法
附
則
第
二
十
七
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中
「
附
則
第
二
イ
八
条
第
二
項
い
を
「
附
則
第
二
イ
八
条

穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
問



穴
あ
け
ず
工
ツ
ウ
用
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の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
的
則
第
二
十
八
条
第
二
項
』
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中

「
附
則
第
二
十
九
条
第
二
項
」
を
「
間
別
第
二
十
九
条
の
ご
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法

附
則
第
二
十
九
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
中

「附
則
第
五
十
二
条
第
二
項
』
を
「
附
則
第
五
十
二
条
の
ニ

の
規
定
に
よ
り
統
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
五

4
二
条
第
二
項
』
に
改
め
、
同
条
第
七
号
吊

「附

則
第
五
十
三
条
第
二
項
」
を
「
附
則
第
五
十
三
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則

第
五
十
三
条
第
二
項
」
に
改
め
る
.

第

一
条
の
二
第
四
項
中

「平
成
二
十
凶
年
凶
月
」
を

「平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、
「附
則
第
七
条
第

一
項
」
を
「附

則
第
七
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
第

一
項
』
に
、
「四
十
万
二
千
九

百
円
」
を

コ
ニ
十
九
万
八
千
八
百
円
」
に
改
め
る
.

第
二
条
中
『
平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
L

に
、
「
附
則
第
八
条
第
一
項
」
を
「
附
則
第
八
条

の
こ
の
脱
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
八
条
第

一
項
」
に
改
め
る
.

第
四
条
の
見
出
L
中
「
平
成
二
十
四
年
四
月
」
を

「平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
平
成
二

十
四
年
四
月
以
降
」
を
『
平
成
二
十
五
年
十
月
以
降
」
に
、
「
附
則
第
二
サ
七
条
第
一
項
」
を
「
附
則
第
二
十
七
条
の

こ
の
規
定
に
よ
り
既
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
七
条
第
一
項
』
に
改
め
、
問
項
の
表
第
四
栴

中
『
七
十
八
万
六
千
五
百
円
』
を
「
七
卜
七
万
八
千
五
百
円
」
に、「
0
・
九
七
八
』
を

「0
・
九
六
八
」
に、「

O
目

九
八
七
を
い
を
「
0
・
九
七
七
を
」
に
、
寸

0
・
九
九
O
を
い
を
「
0
・
九
八
O
を
」
に
、
「
0
・
九
九
=
一
」
を
「
0
・

九
八
三ご

に、
「O
目
九
九
七
」
を
吋

0
・
九
八
七
を
、
平
成
二
十
三
年
一
月
以
後
の
被
保
険
者
期
間
の
み
が
あ
る
と

き
に
あ
っ
て
は
そ
の
割
に

0
・
九
九

O
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「附
則
第
二
4
七
条
第

一
項
」
を
「
附
則
第
二

十
七
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
一
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
七
条
第
一
項
」
に、
「0
・
九
七
八
」

を
寸
0
・
九
六
八
」
に
、
「
0
・
九
八
七
」
を
「
0
・
九
七
七
」
に
、
「O

九
九
O
L
を
「
0
・
九
八
O
」
に
、
「

0
・

九
九
三
』
を

「O
目
九
八
三」

に、「
0
・
九
九
七
」
を

「0
・
九
八
七
を
、

平
成
二
十
三
年
一
月
以
後
の
被
保
険
者

期
聞
の
み
が
あ
る
と
き
に
あ
っ
て
は
そ
の
額
に

0
・
九
九
O
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中

「附
則
第
二
十
七
条
第

一

項
』
を
「
附
則
第
二
十
七
条
の
三
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成

t
六
年
改
正
法
附
則
第
三
十
七
条
第
一
項
」

に
改
め
、
同
項
の
表
第
四
欄
中
「
0
・
九
七
八
」
を

「O
目
九
六
八
』
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
附
則
第
二
十
七

条
第

一
項
」
を
『
附
則
第
二
イ
七
条
の
ニ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
七
条

第

一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
表
第
四
桐
中
「
七
十
八
万
六
千
五
百
円
」
を

「七
十
七
万
八
千
五
百
円
」
に
、
「0
・
九

七
八
」
を

1
0
・
九
六
八
L

に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
附
則
第
二
十
七
条
第
一
項
」
を

1附
則
第
二
十
七
条
の
こ

の
規
定
に
よ
り
箆
み
普
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
七
条
第

一
項
」
に
、
「次
墳
の
規
定
」
を

「次
条

の
規
定
に
よ
り
説
み
替
え
ら
れ
た
次
項
の
規
定
」
に
改
め
る
.

第
五
条
第
一
項
中

「平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
L

に
、
「
附
則
第
二
十
八
条
第
一
項
」
を
「
附

則
第
二
十
八
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
八
条
第
一
項
」
に
、

1
0

九
七
八
』
を
「

0
・
九
六
八
』
に
、「
0
・
九
八
七
」
を
「
0
・
九
七
七
」
に、
「0
・
九
九
O
』
を
「
0
・
九
八
O
」

に
、「
0
・
九
九
三
』
を

「0
・
九
八
三」

に、
「0
・
九
九
七
」
を

「0
・
九
八
七
を
、

平
成
二
十
三
年
一
月
以
後
の

被
保
険
者
期
聞
の
み
が
あ
る
と
き
に
あ
っ
て
は
そ
の
額
に

0
・
九
九
O
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
附
則
第
二
十

八
条
第

一
項
』
を

「附
則
第
二
十
八
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
八

条
第

一
項
』
に
改
め
、

問
項
の
表
下
欄
中
「
0
・
九
七
八
』
を
「
0
・
九
六
八
』
に、
「0
・
九
八
七
』
を

「O
目
九

七
七
」
に
、
「0
・
九
九
O
」
を

「0
・
九
八
O
」
に
、
『0
・
九
九
三
」
を

「0
・
九
八
一ニ
」
に
、
「0
・
九
九
七
」

を

寸O

九
八
七
を
、
平
成
二
十
三
年
一
月
以
後
の
被
保
険
者
期
間
の
み
が
あ
る
と
き
に
あ
っ
て
は
そ
の
額
に

0
・
九

九
O
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
附
則
第
二
十
八
条
第

一
項
」
を

「附
則
第
二
十
八
条
の
ニ
の
線
定
に
よ
り
説
み

替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
八
条
第

一
項
』
に
、
「
第
九
十
三
条
の
ニ
中
」
を

「平
成
十
六
年
改
正

政
令
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
附
和
六
十

一
年
経
過
措
雄
政
令
第
九
十
三
条
の
二
中
」
に
改
め
、
同
条
第
四

項
中
「
附
則
第
二
十
八
条
第

一
項
」
を
「
附
則
却
二
十
八
条
の
こ
の
組
定
に
よ
り
鋭
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改

正
法
附
則
第
二
十
八
条
第

一
項
』
に
、
「0
・
九
七
八
」
を

「O

九
六
八
』
に
改
め
る
.

第
六
条
第

一
一明中

『平
成
二
十
四
年
四
月
い
を

「平
成
ニ
イ
五
年
十
月
」
に、
「附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」を
「
附

則
第
二
十
九
条
の
ニ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
九
条
第
一
項
」
に
改
め
、

同
項
の
表
下
胸
中
「

O
九
七
八
』
を

「0
・
九
六
八
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」

第 6126号報官金曜日平成 25年9月 6日

を

「附
則
第
二
十
九
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」
に、

守
第
百
十
六
条
町
二
中
」
を
「
平
成
十
六
年
改
正
政
令
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
昭
和
六
十
一
年
経
過
措
置

政
令
第
百
十
六
条
の
ニ
中
』
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
『
附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」
を
吋
附
則
第
二
十
九
条
の
こ

の
抑
制
定
に
よ
り
説
み
替
え
ら
れ
た
平
成
卜
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」
に、
「
O
九
七
八
」
を
『
0
・

九
六
八
」
に
改
め
る
.

第
七
条
第
一
項
中
「
平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
三
十
五
年
十
月
」
に
、
「
附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」
を
「
附

則
第
二
十
九
条
の
こ
の
焼
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
九
条
第

一
項
」
に
改
め
、

同
項
の
表
下
糊
中

「0
・
九
七
八
」
を

「0
・
九
六
八
」
に
、
「
三
十
六
万
八
千
八
百
六

f
ニ
円
」
を

コ
ユ
十
六
万
五

千
九
十
一
円
」
に
、
「
七
十
八
万
六
千
五
百
円
い
を
「
七
十
七
万
八
千
五
百
円
」
に
、
三

一十
二
万
六
千
三
百
円
」
を
コ

一

十
二
万
四
千
円
」
に
、
「
四
十
五
万
二
千
六
百
円
い
を
「
四
十
四
万
八
千
円
」
に
、
「七
万
五
千
四
百
円
」
を

「七
万
四

千
六
百
円
』
に
、
「十
八
万
四
千
四
百
三
十

一
円
』
を

「十
八
万
二
千
五
百
四

f
五
円
』
に
、
「
十
五
万
八
百
円
』
を
「十

四
万
九
千
三
百
円
い
に
、
「
二
十
六
万
四
千
円
」
を

「二
十
六
万
千
三
百
円
」
に
、
『
二
二
六
、
三

O
O円
」
を

「
二
二

四、

0
0
0円
」
に
、
「
四
五
二
、
六

O
O円
L
を
「
四
四
八
、

0
0
O円
」
に
、
守
五
二
八
、

0
0
0円
」
を
「
五
二

二
、
六
O
O門
」
に
、
「
七
五
、
四

O
O円
』
を

「七
回
、
六
O
O
円
」
に
改
め
る
.

第
十

一
条
第
二
項
中
「
以
降
の
各
年
度
」
を
削
り
、
『当
該
年
度
の
前
年
度
」
を

「平
成
二
十
四
年
度
』
に
、「、

平

成
二
十
三
年
の
物
価
指
数
(
総
務
省
に
お
い
て
作
成
す
る
年
乎
均
の
全
国
消
費
者
物
価
指
数
を
い
う
.
以
下
同
じ
J

に
対
す
る
当
骸
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
物
価
指
数
の
比
率
(
一
を
上
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
」
を

「0
・
九
九
O
」
に
改
め
る
.

第
十
二
条
の
見
出
L
中

「平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
改
め
、
同
条
第

一
項
中

「平
成

二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、
守
附
則
第
五
十
二
条
第
一
項
」
を
「
附
則
第
五
十
二
条
の
こ
の
規

定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
早
成
十
六
年
改
正
法
的
則
第
五
+
二
条
第

一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
袋
廃
止
前
附
和
六

十
年
農
林
共
演
改
正
法
附
則
第
十
五
条
第

一
項
節
二
号
及
び
第
二
十
六
条
第
二
号
の
項
中
「七
十
八
万
六
千
五
百
円
」

を
「
七
十
七
万
八
千
五
百
円
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
平
成
三
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、

「附
則
第
五
十
二
条
第

一
項
」
を
「
附
則
第
五
十
二
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
イ
六
年
改
正
法

附
則
第
五
十
二
条
第

一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
表
第
四
欄
中

「0
・
九
八
七
」
を
「
0
・
九
七
七
」
に
、
「
0
・
九
七

八
」
を
「

O
目
九
六
八
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
吋
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に、
「附

則
第
五
十
二
条
第
一
項
」
を
守
附
則
第
五
十
二
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則

第
五
十
二
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中

「平
成
二
十
凶
年
四
月
」
を

「平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、
「
附
則

第
五
十
二
条
第

一
項
』
を

「附
則
第
五
十
二
条
の
ニ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第

五
十
二
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
表
下
網
中
「
0
・
九
八
七
」
を
「
0
・
九
七
七
」
に、
『0
・
九
七
八
」
を
「0
・

九
六
八
」
に
改
め
る
.

第
A
E
三
条
第

一
一
明
中
「
平
成
二
十
凶
年
四
月
」
を

「平
成
二
十
五
年
十
月
」
に、
「附
則
第
五
十
三
条
第

一
項
』
を

『附
則
第
五
十
三
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
1
六
年
改
且
法
附
則
第
五
十
三
条
第

一
項
』
に
改

め
、
同
項
の
表
第
四
開
中
「
0
・
九
七
八
」
を
「
O

九
六
八
」
に
、
「
九
十
六
万
四
千
三
百
円
」
を
「
九
十
五
万
四

千
四
百
円
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「平
成
二
十
凶
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、
「
附
則
第
五
十
三

条
第

一
項
』
を

「附
則
第
五
サ
三
条
の
こ
の
線
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
五
十
三
条

第
一
項
」
に、「
O

九
七
八
」
を
「
0
・
九
六
八
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中

「平
成
二
十
四
年
四
月
」
を

「平
成

二
十
五
ま
す
月
」
に
、
「
附
則
第
五
十
三
条
第
一
項
」
を
雨
別
第
五
十
三
条
の
-
一
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た

平
成
十
六
年
改
正
法
附
則
第
五
十
三
条
第

一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
表
第
十
五
条
第
六
項
の
項
中
「
0
・
九
七
八
』

を
「
0
・
九
六
八
』
に
改
め
る
.

第
二
十
条
の
見
出
し
中

「平
成
二
十
四
年
四
月
」
を
「
平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中

「平
成

ニ
十
四
年
四
月
」
を

「平
成
二
十
五
年
十
月
」
に
、
「
附
則
第
凶
条
及
び
第
五
条
」
を
「
附
則
第
四
条
の
こ
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
国
共
済
改
正
法
附
則
第
四
条
及
び
早
成
十
六
年
国
共
涜
改
正
法
附
則
第
五
条
の

こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え一
ら
れ
た
平
成
十
六
年
固
共
済
改
正
法
附
則
第
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「附
則

第
四
条
第
一
項
文
は
第
五
条
第
一
項
」
を
「
附
則
第
四
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
平
成
十
六
年
国
共

済
改
正
法
附
則
第
四
条
第
一
項
又
は
平
成
十
六
年
国
共
済
改
正
法
附
則
第
五
条
の
こ
の
規
定
に
よ
り
説
み
替
え
ら
れ

に
U

R
U
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た
平
成
十
六
年
国
共
済
改
正
法
附
則
第
五
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
の
表
下
欄
中
「
0
・
九
七
八
」
を
「
0
・
九

六
八
」
に
、
二
・
二
五
四
八
二
九
」
を
二

・
二
四
三
九
七
五
」
に
、
二
・
三
四
九
四
九
五
」
を
「
一
・
三
三
七
六

九
五
」
に
、
「
一
・
二
二
四
六
O
O」
を
二
・
二
一
三

O
五
五
」
に
、
二
・
二
一
三
九
三
ご
を
「
一
・
二

O
ニ
四

九
五
」
に
、
「
七
十
二
万
七
千
四
百
六
十
円
」
を
「
七
十
二
万
六
百
円
」
に
、
「
三
万
六
千
三
百
七
十
三
円
」
を
「
三
万

六
千
三
十
円
』
に
、
「

一
・
O
O七
六
五
八
」
を
「
0
・
九
九
八
一
六
五
い
に
改
め
る
.

(
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
怪
遇
措
置
に
関
す
る
政
令
の
一
部
改
正
)

第
二
条
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
的
施
行
に
伴
う
経
過
借
置
に
関
す
る
政
令
(
昭
和
六
十
一
年
政
令

第
五
十
四
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
イ
三
条
第

一
項
の
表
第
大
条
の
四
第
三
項
及
び
第
六
条
の
五
第
二
項
の
項
中
「
八
万
八
千
五
百
円
」
を
1

八

万
五
千
八
百
円
」
に
改
め
る
.

第
九
十
四
条
及
び
第
百
十
七
条
中
「
十
一
万
二
千
四
百
円
」
を
「
十
一
万
千
二
百
円
」
に
改
め
る
。

附

則

(
施
行
期
日
)

第
一
条
こ
の
政
令
は
、
平
成
二
千
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
.

(
経
過
措
置
)

第
二
条
平
成
二
十
五
年
九
月
以
前
の
月
分
の
老
齢
福
祉
年
金
の
支
給
の
停
止
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
倒
に
よ
る
.

2

平
成
二
十
五
年
九
月
以
前
の
月
分
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
。

以
下
「
昭
和
六
十
年
改
正
法
』
と
い
う
J
附
則
第
七
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
従
前
の
倒
に
よ
り
支
給
す
る
年

金
た
る
保
険
給
付
と
併
給
さ
れ
る
他
の
厚
生
年
金
保
険
の
年
金
た
る
保
険
給
付
の
支
給
の
停
止
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
町
倒
に
よ
る
.
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平成 25年 9月 20日

給付指 2013-112

「支給停止事由該当届」の届出省略等にかかる事務の取扱い
(指示・依頼)

文書区分

重

言告度要『司
緊急

本部 ブロッヲ本部 事務セン9ー 年金事務所

相談セ

各部

関係部 管E部里 4給部自 通徴部

厚年 厚年

国年 給年 合突
適量 適用課

徴収謀 課国年 記課録 相談室 情報提供先

社労士 健会保協 器健宛 G G 記録 ‘ ノ

先
全 総務 厚年 総@ 厚年

告 会
G G 。G 

。。 。 。 J J 

旦並二盆量

「支給停止事由該当居J(様式第583号)の届出省略等にかかる事務の取扱いについて、事前意見照会

により提出いただいたご意見を踏まえ、実施要領及びQ&Aを作成しましたのでお知らせします。

一八あ
付
チ
ェ
ッ
ク
用

ポイント(内容)

1 概要

0平成 25年6月28日【事企情 2013-40] r ~厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令』の公

布I(情報提供)により、「老齢厚生・退職共済年金受給権者 支給停止事由該当届(線式第 583号)J

(以下「支給停止事由該当届Jという。)の届出省略にかかる省令改正についてお知らせしました。

O施行日(平成 25年 10月1日)以後に、改正後の省令の規定が適用される対象者は次のとおりです。

・施行目前に老齢厚生年金の受給権者となり、施行日以後に支給停止事由に該当するに至った者

-施行日以後に老齢厚生年金の受給権者となり、支給停止事由に該当するに至った者

0上記の対象者が、ハローワークに求職の申込みをしたとき、文は高年齢雇用継続給付等を受けられ

るようになったときは、支給停止事由該当届の届出が原則不要となります。(日本年金機構へ雇用

保険被保険者番号を届出されていない場合は届出が必要です。)

O経過措置として、年金受給権発生日及び求職申込み等の年月日が、共に施行目前の場合は、従来ど

おり支給停止事由該当届の届出が必要です。

0省令改正に伴う具体的な事務処理について、平成 25年7月29日[給付指 2013-96] r~支給停止事

由該当居』の届出省路等にかかる事務の取扱いに筒する事前意見照会 I(指示・依頼)により意見

照会を行いました。

2 実施要領及びQ&Aの作成

提出いただいたご意見を踏まえ、別添 1r実施要領J及び別添2rQ&AJを作成しましたので、

省令改E及び年金給付システム機能改善による今後の事務の取扱いをお示しします。

マ
F

区
U



事前意見照会により提出いただいたご意見

提出いただいた主なご意見及びご意見に対する回答は別添3のとおりです。

3. 

マニュアルの改正

「業務処理要領【マニュアル】年金給付」の改正については、追ってお知らせします。

4 

照会先

〈実施要領・ Q&Aに関すること〉
本部年金給付部給付企画G

担当馬場(恵)、生産1塑L
連絡先

〈マニュアルの改正こ関すること〉

本部年金給付部給付指導G

担当戸田、根本

連絡先
l審査担当チエけ欄 ・l 
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【日1)添 1】

実施要領

「老齢厚生・退職共済年金受給権者 支給停止事

由該当届」の届出省略等にかかる雇用保険法等に

よる給付と老齢厚生年金等との調整に関する事務

の取扱い

(平成 25年 10月実施分)

平成25年9月20日

日本年金機構

年金給付部

59ー
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【用語の定義】

065歳前の老齢厚生年金

①厚生年金保険法(昭和 29年法律第 115号)附則第 8条の規定による特別

支給の老齢厚生年金、②同法附則第 13条の 4第 1項の規定により支給が繰り

上げられた老齢厚生年金、旧三公社共済組合 (JR、JT、NTT)及び旧農林共済

組合にかかる退職共済年金であって 65歳に到達するまでの聞に支給される

ものを含む(以下、単に「年金」ともいう)

0省令改正

①厚生年金保険法施行規則、②厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する

等の省令(平成 9年厚生省令第 31号・旧三公社共済組合に{系る退職共済年金

関係)、③厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成 14年厚生労

働省令第 27号目旧農林共済組合に係る退職共済年金関係)の改正

0施行日

平成 25年 10月1日

O雇用保険による給付

雇用保険法による基本手当・船員保険法による失業保険金(以下「基本手当」

という)

雇用保険法による高年齢雇用継続基本給付金・高年齢再就職給付金、船員保

険法による高齢雇用継続基本給付金・高齢再就職給付金(以下「高年齢雇用継

続給付金」という)

0支給停止事由該当届

老齢厚生・退職共済年金受給権者支給停止事由該当届(様式第 583号)

O雇用情報

厚生労働省職業安定局労働市場センター業務室から提供を受ける、高年齢雇

用継続給付の支給状況や求職の申込み等に関する情報

0支払保留 6

雇用保険給付受給による支給停止事由該当届の未提出のための年金の支払

保留

(改正後の省令の施行日)

.3・

-61 



11 .背景・目的 | 

65歳前の老齢厚生年金の受給権者が、雇用保険の求職の申込みを行ったと

きや高年齢雇用継続給付を受けられるようになった場合(以下 f求職申込等」

という。)については、年金が支給停止になることに伴い、受給権者から「老齢

厚生・退職共済年金受給権者 支給停止事由該当届J(以下「支給停止事由該当

届Jという。)の提出を求めているところです。

一方、厚生労働省に対し国民から要望のあった「規制改革要望」等において、

雇用保険による給付と年金との調整に必要とされている支給停止事由該当届を

省略するなど、現在の手続きの改善要望が寄せられています。

このため、年金給付の適正な支給及び年金受給権者の利便性の向上に向けた

対応を図る観点から、支給停止事由該当届の届出手続きを簡素化する措置を講

じるため、省令改正が行われました。

また、雇用保険による給付と年金の翻整に関しては、これ以外にも様々な改

善要望が寄せられているため、省令改正にかかるシステム開発にあわせて雇用

保険と年金の調整にかかる諸々の年金給付システムの機能改善を行います。
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|E 省令改正の概要 | 

1 支給停止事由該当局の省略

65歳前の老齢厚生年金の受給権者について、日本年金機構が雇用保険被保

険者番号を把握している場合には、労働市場センター業務室から提供を受ける

求職申込等を行った者にかかる情報の中から、雇用保険被保険者番号をキーと

して求職申込等を確認することができるため、受給権者からの支給停止事由該

当届の提出を不要とします。

2 雇用保険被保険者番号の届出

年金請求の際に雇用保険被保険者番号を有していなかったこと等により、日

本年金機構が雇用保険被保険者番号を把握していない 65歳前の老齢厚生年金

の受給権者については、当該受給権者が求職申込等を行ったときに、雇用保険

被保険者番号の届出が必要となります。

3 施行田

平成 25年 10月1日
1

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
周

4 経過惜置

受給権発生日及び求職申込等が共に施行目前の場合は、従前のとおり、支給

停止事由該当届の届出が必要となります。

.5・
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|E 年金給付システム機能改善の概要 | 

1 .基本手当受給者の 65歳3カ月経過による事後精算

基本手当と年金の調整については、 65歳到達月まで行われるため、 65歳

到達以降の基本手当の支給記録がある場合は、 65歳到達月まで基本手当の受

給が確定したものとして事後精算を行っています。

一方で、 65歳至1)達月以降の基本手当の支給記録がない場合は、基本手当の

受給満了日を迎えるまで事後精算が行われないため、.年金の支給が遅れる事象

があります。

このため、 65歳到達月以降の基本手当の支給記録がない者について、 65

歳3カ月で基本手当受給満了日を迎えない場合について、機械的に事後精算を

行います。

2 基本手当の支給期聞がない求職申込取消の情報(台帳コード 01)が回付

された場合における支給停止処理の抑止

雇用情報において、支給期間のない求職情報と求職申込取消の情報(台帳コ

ー ドo1 )が回付された場合、当該求職によって年金を支給停止すべき期聞が

存在しないにもかかわらず、年金の支給を停止する取扱いとしています。

このため、当該情報が回付された場合について、年金を支給停止しないよう

改善します。

. 6・
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lw 省令改正にかかる事務処理

<改正後の省令の適用条件>

0施行日以後、改正後の省令の規定が適用される場合は次のとおりです。

・施行目前に年金の受給権者となり、施行日以後に支給停止事由に該当した

場合

-施行日以後に年金の受給権者となり、支給停止事由に該当した場合

0上記の対象者が、ハローワークに求職の申込みをしたとき、又は高年齢雇用

継続給付金を受けることができるときは、支給停止事由該当届の届出が原則

不要※となります。

※日本年金機構へ雇用保険被保険者番号を届出していない場合は届出が必

要です。

0経過措置として、年金受給権発生日及び求職申込等年月日が、共に施行目前

の場合は、従来どおり支給停止事由該当届の届出が必要となります。

.8・
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<省令改正に伴うシステム対応>

0労働市場センターから回付される雇用情報を検索し、支給停止事由該当届の

届出省略の対象となる求職申込等を判定します。

0届出省略の対象については支払保留 6を設定せず、支給停止事由該当届の勧

奨を行いません。

O届出省略の対象について諸変更トランズを自動作成し、該当する事由による

調整を行います。

O雇用情報のうち、届出省略の対象となるものと、対象外であり届出が必要な

ものが複数存在した場合は、届出に基づくオンライン入力処理が行われるま

で自動調整を行いません。

0届出が必要な求職申込等が処理される前に、届出省略の対象となる求職申込

等の雇用情報の回付があった場合、これを契機として届出が必要な求職申込

等に対して届出勧奨を行います。
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1 .支給停止事由該当届の届出省略

支給停止事由該当届の届出(以下「届出」という。)が不要となる場合とは、

施行日以後に年金受給権が発生する場合又は求職申込等をした場合です。

※雇用保険被保険者番号が受給権者原簿に重量録されていることが前提です。

このため、年金受給権発生日及び求職申込等年月日が共に施行目前に存在す

る場合は、従来どおり届出が必要であり、支払保留 6を設定して届出勧奨を行

います。

なお、施行日以後であっても、雇用保険被保険者番号が受給権者原簿に登録

されるまでの聞は、従来どおり翻整及び届出勧奨の対象となりません。

円八
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
同

』

(1)届出省略の対象についての判定基準

年金の受給権発生年月日又は求職申込等年月日※のいずれかが施行日以後の

場合、支給停止事由該当届の届出を不要とし、自動的に調整を行うため、支払

保留 6の設定及び届出勧奨を行いません。

※求職申込等年月日

O基本手当の場合・・・求職年月日

O高年齢雇用継続給付金の場合・・・支給対象となった最初の月の 1日

※高年齢雇用継続給付金の額が調整対象となるか否かに関係なく、支給対象

月が施行目前後か否かにより判断します。

雇用情報に求職申込等年月日が複数存在する場合は、それぞれの求職申込等

年月日ごとに判定します。そのうち 1つでも施行目前の求職申込等年月日が存

在する場合は、従来どおり支払保留 6を設定し届出勧奨を行います。

届出要否の判定については、次頁以降の図を参考にしてください。

. 9. 
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支払保留 6の設定及び届出勧奨を行うケース=届出必要>

受給権発生
前後

求服申込日
IA醤

間首行肯日 館以行後日
関係 時行前目 施以行後日

イメージ国 改修後の処哩

符行臼

1 O 3 現行どおり
く 。 品

.隙柑 高!lft'f
〈保留/勧奨)

完全 申込目

諸行目

2 。 主 現行どおり
〉 。 A 

耳，.. .隙梅

(保留/勧畏〉

.益B 舞金

<システム上、

支払保留6の設定及び届出勧奨を行わないケース=届出不要>

受給梅発生
前後

求職申込日
1耳番

目前行目 自以行後臼
関係 t包行前目 箆Ja行後日

イメージ銅 改修倹

組行自

3 。 〈 A 3 民伊込臼から支給停止とする※。 A {保留むし/勧奨むし)
妥結権 束縛句

完全 .. 品目

信行目

4 。 3 受9きから支給停止とする
〉 O a a (保留なし/勧畏なし)

理，.. 受総絡

。込図 健室

随行田

5 。 く Zr-I 申込日から支給停止とする~
O 

〈保留なし/勧畏なし)
受給柑 京.場
，宅生 申込臼

信行目

6 。 Zr-I 受発から支給停止とする
〉 。

{保留なし/勧異なし)

男eRF他望書国' 
受給柑

舞金

<システム上、
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※ 図中「項番 3J及び「項番 5Jに「申込白から支給停止とするJとありま

すが、基本手当にあっては求職の申込みをした翌月から、又、高年齢雇用継

続給付金にあっては調整の対象となった月について、支給停止となります。

-10 
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<高年齢雇用継続給付金の支給月との関連>

[支給月が施行日より前の例]

施行日
10月1日

9同 Y 10月 111'1
l:不宣飴 1不宣蛤|宣給

上犯の場合、最初の支給月は7月であるため、施行目との比較では7月1日<10月1固となります.
このため、骸当するケースは、項番1‘項番E、項番4となります。

121'1 11'1 21'1 3月
l宣飴|宝給 |宣給 l重給 l当』ゴ量

言金百室固1且
玄盆

↓当選コ

施行日
叩月113

! 

【支給月が範行日より後の例]

穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
用

施行日
資格記録取得 10月1日

↓フ周 回 91lY101l 11同

lIを輯 1:示室館 l示室給 1:不支給|示室館|

上位の場合、両者とも最初の支給月は12月であるため、施行日との比較では12月1日孟10月1日と
なります.このため、政当するケースは、項番3、項番5、項番6となります.

長主主室田1且
玄盆話t

( 2 )雇用保険による給付と年金との訊整が自動的に行われるタイミング

①既裁定者にかかる月次一括処理時(毎月 7目前後)

②オンライン入力時(施行日以後の求職申込等に対する、施行目前の雇用併給

調整トランズ (5ト31、51-32、51-33)入力時)

③老齢厚生年金の新規裁定および再裁定決定後の連動処理時

①既裁定者にかかる月次一括処理時

従来どおり、月次処理(毎月 7目前後)によって、労働市場センターから雇

用情報を取得し、それに伴い支払保留 6の設定、勧奨状の作成、支給停止の解

除、再度の支給停止処理を行います。

.11・
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ア目支払保留6の作成条件の変更

求職申込等年月日が施行日以後の場合、支払保留トランズ (20-06)を作成し

ません。施行目前の対象者については従来どおり支払保留6を作成します。

ー

穴
あ
け
ず
T
4

ツ
タ
問

イ目届出勧奨の作成条件変更

届出省略に伴うシステム改修において、次のとおり支給停止事由該当届の届

出勧奨状の作成条件の変更を行います。

0求職申込等年月日が施行日以後の場合、勧奨状は作成しません。

0既に支払保留6が設定されている者に対して、施行日以後に新たな求職申込

等があった場合、支払保留6の原因となった施行目前の求職申込等に対して 1

回のみ、勧奨状の作成を行います。

0支払保留6の原因となった施行目前の求職申込等が複数存在した場合は、直

近の求職申込等に対してのみ、 1通の勧奨状を作成します。

従来、支払保留6の作成時に届出勧奨を行い、その後提出されない場合は再

勧奨を実施しています。(これを「従来の勧奨J、「従来の再勧奨」といいます。)

この従来の再勧奨とは別に、「新たな勧奨」を行う契機を設けます。従来の再勧

奨の判定条件には、新たな勧奨は含まれないため、雇用情報が回付されるタイ

ミングによっては、①従来の勧奨→②新たな勧奨→③従来の再勧奨を行う場合

があります。

また、施行目前後の雇用情報が、基本手当と高年齢雇用継続給付金とで種類

が異なる場合であっても勧奨状は作成されます。

H25.10.1 
施行日

ζ~ 4~ 4~ 
畳艶 求隠申込等① 求職申込等②

G G 
支支給払停韓止国・6を由陸践定当眉が未提出町禍古1 処-求理職さ申れ込る等ま②は自動回盤的対阜ですが、求職申込等①の掛給調整が

では自動調聾が実行されません.

-届出動、車な
関こ斑-求の世係職たな来申め〈の込世、再届等来勧出①の奨勧に再の袋悟勧判がる奨定周檀が最出数行件が回わに朱送れ吉提付まま出さすれれの.てる堀い場合な合はしが、.た軒あめりた、まな斬す勧た.奨な磁勧を奨行のいます.(その出 お朱慢出の場合は再勧翼) 送付に

ー 12.
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ウ 支給停止・支給停止解除トランズ作成条件の変更

雇用情報により施行日以後と判定した場合、従来は支給停止事由該当局のオ

ンライン入力により行われてきた初回の支給停止及び支給停止解除ト ランズの

作成を自動的に行います。施行日以後に複数の求職申込等があった場合であっ

ても、すべての支給停止及び支給停止解除トランズの作成を自動的に行います。

<作成トランズ一覧表>

トランズ 事由
作成元

原因
コード

51-31 支給停止 失業給付受給による支給停止

51-32 支給停止 雇用継続給付受給による支給停止

51-33 支給停止 再就職給付受給による支給停止 AN  

52-31 停止解除 失業給付受給による支給停止の解除

52-32 停止解除 雇用継続給付受給による支給停止の解除

52-33 停止解除 再就職給付受給による支給停止の解除

2 1 

※支払保留 6が設 支払保留解除 EN 

定されていた場合

あ

チ
ェ
ッ
ク

②オンライン入力時 用

オンラインによる支給停止及び支給停止解除トランズの入力については、従

来どおり入力処理が可能です。

複数の求職申込等が存在し、施行目前・施行日以後に分かれる場合、金主金

他行目前の求職申込等に対し、支給停止事由該当届に基づくオンライン入力処

理が行われた時点で、施行日以後の求職申込等に対する支給停止・支給停止解

除トランズの作成を連動して行います。

(例)

巴竺コ ピ土竺J
再結旗給付

1 [三竺竺ど
t51-3~入力 ↑&2-3躍動 ↑初沼朱入力 ..能行問 ?剖・3誕S連動しない 1日-31俗進動Lなν.

巴竺ヨ恒竺竺ヨ 仁空口巴土竺
t fll-32.入力減

.13・
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③老齢厚生年金の新規裁定および再裁定決定後の連動処理時

新規裁定時における支払保留6の設定は、次のとおり行ってください。

ア 施行目前に年金受給権発生日及び求職申込等が存在する場合

(P. 10 r項番 1J、「項番 2Jの場合)

従来どおり新規裁定処理時に支払保留 6を設定のうえ、支給停止事由該当

届を本部に進達し、本部支払部にてオンライン入力処理を行います。

イ目施行日以後に年金受給権が発生する場合、又は求職申込等年月日が施行日

以後のみに存在する場合 (P.10 r項番 3J ~ r項番 6Jの場合)

新規裁定時に、雇用保険による給付の受給事実を確認(雇用情報文は雇用

保険受給資格者証・高年齢雇用継続給付支給決定通知書による確認)した場

合は、雇用情報の回付が遅延した場合の年金過払い防止のため、原則として

支払保留 6を設定してください。(雇用保険受給資格者証・高年齢雇用継続

給付支給決定通知書により確認した場合は、そのコピーを年金請求書に添付

してください。)その後の裁定決定後の連動処理において、雇用情報との突

合を行い、自動的に支給停止・支給停止解除トランズの作成及び保留解除が

行われます。

ただし、例外として、次の場合は自動的に支給停止・支給停止解除トラン

ズの作成及び保留解除が行われないため、従来どおり支払保留 6の設定を行

色主主ょうご注意ください。

0高年齢雇用継続給付金の不支給情報のみがあり、支給情報がない場合。

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

なお、施行日以後に、施行目前の求職申込等年月日の情報が回付された場合

は、従来どおり支払保留 6が自動的に設定されます。

※ 雇用保険による給付と年金との調整を自動的に行うためには、雇用保険被

保険者番号が受給権者原簿に登録されていることが必要です。従来どおり、

年金請求時の雇用保険被保険者番号の届出についてご留意ください。

なお、雇用保険被保険者番号については、省令の規定により「直近に交付

された雇用保険被保険者証に記載されている被保険者番号」を記載すること、

雇用保険の被保険者資格喪失後7年を経過した場合は当該番号が失効するこ

とを踏まえ、適宜厚生年金被保険者記録を参照し確認してください。

※ 年金証書に記載される年金額は従来どおり、雇用保険による給付と年金と

の調整前の年金額を記載し、調整後の金額は別途「年金額変更通知書」によ

って通知します。

. 14' 

-72 



( 3 )旧三共済 (JR. JT . NTT)及び旧農林共済年金受給権者の取扱い

老齢厚生年金と同様、 65歳前の退職共済年金受給権者についても届出省略

の対象となります。

老齢厚生年金では、雇用保険被保険者番号が受給者原簿に登録されている こ

とが前提となりますが、退職共済年金の受給者原簿には、雇用保険被保険者番

号を登録する欄がありません。本部業務渉外部(旧三共済.渉外グループ、旧

農林共済 目農林共済業務グループ)の年金給付システム端末設備(以下「外付

けシステム」という)で雇用保険被保険者番号を別に管理していますので、こ

の外付けシステムに登録されていることが前提となります。

退職共済年金受給権者については、施行日以後、年金給付システムによる機

械処理ではなく、この外付けシステムの出力情報に基づき、業務渉外部におい

てオンライン入力処理を行うこととなります。 この外付けシステムについては、

Eの年金給付システムの機能改善には対応していません。

なお、退職共済年金受給権者の多くの方は、老齢厚生年金よりも支給開始年

齢が早いため、退職共済年金の受給権発生時に、雇用保険被保険者番号を有し

ていなかった者が、老齢厚生年金の請求時に、雇用保険被保険者番号を有して

いるケースが考えられます。 このようなケースでの退職共済年金の外付けシス

テムへ雇用保険被保険者番号の登録が漏れないように、以下の取扱いとしてく

ださい。

<老齢厚生年金の請求時に、雇用保険被保険者番号を確認したとき>

0退職共済年金の雇用保険被保険者番号の登録が不明なときは、業務渉外部に電話で

雇用保険被保険者番号の登録の有無を確認してください。

0登録が無い場合l立、 r127-2号【その他用】Jに基礎年金番号・退職共済年金の年金

コードを記載して、備考欄に「雇用保険被保険者番号登録」と朱書きの上で、雇用

保険被保険者番号が確認できる書類を添付して進達してください。

0また、同時に求職申込等をしており支給停止となる場合は、退職共済年金に関して

は、次頁の r2雇用保険被保険者番号の届出」の方法により進達してください。

1170年金受給権発生(雇用番号無)

t 登録処理

1150年金受給権発生(雇用番号有)

01150 :年金請求書の受付

01170:127-2号又は 583号の進達

ー15.
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2. 雇用保険被保険者番号の届出

年金請求の際に雇用保険被保険者番号を有していなかった、または年金請求

後に初めて雇用保険の被保険者となった等により、日本年金機構が雇用保険被

保険者番号を把握していない年金受給権者については、当該受給権者が求職申

込等を行い、調整の対象となったときに、支給停止事由該当届の届出が必要と

なります。

支給停止事由該当届に、雇用保険被保険者番号が確認できる書類(コピー可)

を添付して、「国民年金・厚生年金保険・船員保険 年金に係る決定・支払処理

の再調査及び訂正についてJ(様式 127-2号【その他用】)を本部に進達してく

ださい。本部にて受給権者原簿に雇用保険被保険者番号を登録するとともに、

年金過払い防止のために支給停止トランズの入力処理を行います。

なお、この場合、省令改正により、支給停止事由該当局の記載項目のうち、

求職の申込みを行った年月日及び高年齢雇用継続給付金を受けることになった

最初の支給対象年月についての記入は不要となりますので、ご留意ください。

※省令改正に伴う帳票の取級いは、「羽.帳票関係」を参照してください。

16 . 
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機能改善にかかる事務処理|

基本手当受給者の 65歳3カ月事後精算
包

(現行)

65歳到達月以降の支給記録がない場合は、基本手当の受給満了日を迎える

まで調整を行わないこととしており、年金の支給が遅れる事象があります。

(改善後)

65歳到達月以降の支給記録がない者に対して、受給満了目前であっても、

65歳到達月から 3カ月経過後の月次一括処理において、機械的に事後精算を

行います。

※機能改善後のシステムが稼働する平成25年9月30日以後に、事後精算契

機 (65歳到達月から 3カ月経過後の月次一括処理)に該当する方が対象とな

ります。

穴
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用

具体的な事例については、次頁を参考にしてください。
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1釜本手当受給者の65.3カ月事後績算

一
厚

一圭

一
車も

一宅
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一

歳

寸
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回

一

厚

-

一

老

-
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符

-

>
一ーー」

ー

F
 

く

H25.1'.20 

く基本手当受給記録〉

求職目 H2S.7.27 

(持期期間 H2S.7.27.....H25.8.2/給付制限 H2S.B.3-H2S.11.2}

H26.6.30 

なし

受給清了目

受給記録

H 

tX> 

俗AlIA1IJ:ll¥ぴ給付制限畑周

1=かかる支"鍔"

65謹到達時点 ~ 

|叩|郡|
| 老お 1 

く現行〉

65臨

H25.1120 

基本手当の受給がないが、待期期間及び給付制限期聞は事後精算まで支給停止.

4ユ
受給満了目(H26.6.30l後回雇用併給処理で事桂絹草

| …一 | 老厚 | 
特老厚 回 目

l 宅"
企

H26.6 

モ:s:::m.玄主主三 | 

耳 目5.8-H25.11の基本手当の受給記録がないため、事桂精算=ょ'l~ -

持期期間及び給付制限期間にかかる支給停止を解除する.

〈ー-・9.... 

ー ヨ守、と H""::;:&もおi→

。

く改修後〉
65歳"l達時点

I ~~~羽狩老~

|宅"

65歳 ‘ー・ 4‘ 
H25.11.20 H26.2 

(H26.4定期支払)※

65歳3カ月後(~ H26.2 l <受給満7(H26.6lのため、事桂精算を行う.

ヨ H25.8-H25.11由畳給包録がないため、事量籍軍により持期期間

及び給付制限期間にかかる支給停止を解除する.

来H25.12-H26.2の3カ月を経過した後‘ H26.3の月現一括処理

により支払I<l:H26.4定期支払となる.



2.基本手当の支給期間がない求職申込取消の情報 (台帳コード01)が回付

された場合における支給停止処理の抑止

(現行)

雇用情報において、基本手当の支給期聞がない求職申込取消の情報(台帳コ

ード 01)が回付された場合、当該求職によって年金を支給停止すべき期間が

存在しないにもかかわらず、年金の支給を停止する取扱いとなっています。

(改善後)

基本手当の支給期間がない求職申込取消の情報が回付された場合について、

年金を支給停止しないようにします。

支給期聞がないまま、後日台帳コー ドo1が回付された場合、自動で支給停

止処理の取消を行います。また、さらにその後、基本手当の「支給ありJの情

報が回付された場合は、自動で支給停止処理を実施します。
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※機能改善後のシステムが稼働する平成25年9月30日以後の求職の申込

みが対象となります。稼働目前については従来のとおりとなりますのでご注意

くださし、。

具体的な事例については、次頁を参考にしてください。
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← ヨ守、2 H 、.!.J.~&->j → 

2.蕃本手当の支給期聞がない求聴申込取消等の情報(台帳コ-t:o唱}が回付された場合における支給停止処置の抑止

企企

①②  

〈基本手当畳結記録〉

① 求聡 H25.10.31 

E蛤記録なし

ゅ 台帳閉鎖(台幅コドr01J) ・求職日は①と閉じ

..， 
o 

く現行〉
①により主枯停止事由骸当届の届出動提

| 剛一一 | 
a‘ 
① 

王結時比率自骸当届の控出司処理により主枯停止の開始. 

......r::二L
②によっては担理なし

| …一|
企

@ 

」ごL
3ヶ月経過により、 1ヵ月卦の主給停止の解酷

苦言こ ou玄主主三王子 l 
，-、♂~戸~"居潤傍鉛罰.，巴よる支"停止 l 

l ~~.ー・ … ・・ ......一ー ーー……・・ ー・ーー ーー ーーー少|

• 帯以降畳枯草7*で毎月主桔停止解除を組り返す.
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②により支給停止のE消[機犠処理)

同室子 | 
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コ宝枯停止処理を行わず、通常サイクルで年金の主払いを行う.



也E里塑E
1 年金請求書(ターンアラウンド用)に同封する支給停止事由該当届

従来、特別支給の老齢厚生年金(以下「特老厚」という。)の受給権が発生す

る者および特老厚未請求者に送付する年金請求書(ターンアラウンド用)に同

封しておりました支給停止事由該当届について、次のとおり取扱いを変更しま

した。

(1)特老厚の受給権が発生する者

平成 25年7月送付分 (10月生月者)からは、施行日以後に年金受給権が

発生する方が送付対象となることから、支給停止事由該当屈を同封しておりま

せん。

(参考)【給付情 2013-67] r~支給停止事由該当局』の届出省略にかかる省令改

正に伴う年金請求書(ターンアラウンド用)の取扱い変更J(情報提供)

なお、坑肉員・船員にかかる特老厚の支給開始年齢の特例※に核当する場合で、

生年月日が昭和 29年4月1日までの方については、施行目前 (59歳到達時)

に年金受給権が発生しているため、施行目前の雇用保険による給付については、

支給停止事由該当居の届出が必要となりますのでご留意ください。

※坑内員・船員としての 3分の4倍等されない実際の厚生年金保険の加入期

聞が 15年以上あって、施行回以後に老齢基礎年金の受給資格期間を満たす方

の特老l事支給開始年齢については、下表を参考にしてください。
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生年月日 支給開始年齢 60線到達年月

S28.4.2 -- S29.4.1 59歳 H25目 4 -- H26.3 

S29.4.2 -- S33目 4.1 60歳 H26.4 -- H30.3 

S33. 4. 2 -- 生年月日に応じ段階的に引上げ H30.4 --

(2 )特老厚未請求者 (65歳到達時に送付)

従来どおり支給停止事由該当届を同封します。なお、平成 25年9月送付分

(1 2月生月者)より、様式変更後の支給停止事由該当届を同封しています。

(参考)【給付情 2013-89]r年金請求書(ターンアラウンド用)に同封する『支

給停止事由該当届』の械式変更J(情報提供)

2.電子帳票(機構 LAN掲載分)

平成25年 10月より様式変更します。

21・
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3.厚生年金保険 老齢厚生年金受給権者支給停止事由該当届(届出勧奨用)

扇出省略にかかる省令改正を契機とした株式変更は行いません。

4 雇用保険と年金との調整の届出・手続き解説リーフレット (LK38)

【給付情 2013-76]r平成25年 10月年金額改定等に伴う管理帳票の様式変

更J(情報提供)によりお知らせしました、変更後の糠式は別紙 1のとおりです。

匡豆亙〕
1. r日本年金機構からのお知らせJ平成25年9月号への掲載

日本年金機構ホームページへの掲載(9月下旬予定)

※ 別途、ハローワークに対する周知ついて、厚生労働省年金局と籾整を行つ

ています。
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高年齢雇用継続給付と年金との調整

高年齢雇用継続給付舗とは原則、雇用保険の加入期間が5年叫上ある田歳から65認になるまでの

加入者に対して、賃金額が60歳到達時の75同未演になった方を対象に、最高で賃金額の15怖に当

たる額が主払われるものです。

一方、年金を受けながら厚生年金保険に加入している方が高年齢雇用継続給付を受すられるとき

は、在強による年金の支給停止だけでなく、さらに年金由一部が支給停止されます.

支給将止される年金額は、最高で標準報酬月額(賃金額を一定の稲で区分した、年金等の計算の

基礎となる鶴田6同に当たる額です。

l ※6高年齢E用瞳続結付・'!il用保険法の高年齢庖用継続基本桔付金または高年齢再就職桔付金
(船員龍限法の高齢E用組続基本桔付金または高齢再就眠桔付金も同輔

に翻亜の対象となります)

高年齢雇用継続給付による年金支給停止の例

年金月額100.000円の方の賃金額が350.000円から200.000円となった場合(賃金割合が75軸未満に低
下)、年金の主括停止額(月額)Iま.在胞による停止額と高年齢毘胸躍続結付による停止額を合わせ
て、22.000円となります.
二の倒でI志賀金2曲.000円.年金78.000円、百年齢E用継続枯付30.000円を合わせて、月額308.000

円のお畳け取りとなります.

年金月額
100，曲。門

マ5O11

宜傘(75%未苅に低下)
2皿 0田円

支給停止組合計 一→ |
2担z日Lゆb皿。∞o同 高年嘗齢令思周継続給付による釜竿芋傘の支給停止血

歪m老貨鈴令年金

[; ;l……=一| | L=4毎騨問翠欄鐸棚酬醐叩月瑚額甑(2捌凹 o醐曲門〉同x叫巾6師昨仲%=1副一1
78.000門 ーー令年金月額{100，OOO門)ー支給停止由(10，0刷用 +1~回 0 門)

高年齢雇用継鯵品付 1-→ 宜金(2由。∞円)X15%減7
30.000門

てア

お受け取り額合計〈月組)
308，凹0門

※7荏mによる年金の支給停止甑.高盗事院雇用継続給付による年金の支給停止，mlおよび高隼齢雇用継臨給付の
支給率は-!測ですので、実際の年金額や賃金額等により奥本ります.

ご不明な点は、お近くの年金事務所街角の年金相談センタ)、

日本年金機構ホームページではお近くの年金事務所の所在地お問い合わせ先などをご覧いただけます.

( 田本年金機構ホームベ-~ http://www.nenkin.go.jp/ 

||日抑制檎 匝副

1310 1018 003 

← ヨ官、ミ H市ご.&キ〉}

@ 日本年金機構

失業給付・高年齢雇用継続給付の手続きをされた方へ

|退職された方 |

65歳になるまでの老齢厚生年金は、ハローワークで求職の申込み

をすると、年金の全額が支給停止されます。【P.2-P.3へ】

|厚生年金保険に加示日云1
65歳にな るまでの老齢厚生年金は、雇用保険の高年齢雇用継続

給付を受けられるときは、在職による年金の支給停止だけでなく、

さらに年金の 一 部が支 給停止されます。【P.4へ】

/手金鏡求聞こ、雇用保険1::1l.¥j九届出をお願いします。

O年金請求書lこ「雇用保険被保険者番号」を記入してください。 I
O雇用保険被保険者番号を確認できる書類 (r雇用保険被保険者証」や i 

¥ 「雇用保険受給資格者証」等のコピー)を添付してください。
ノ



事後精算

調霊対象期間中に、失業給付を受けた日が1日でもある月は、年金の全額:b'支給停止されます.

このため、失業給付を受けた回数の合計が同じであっても、月をまたいで失業給付を受けたかど

うかの遣いにより、年金が支給停止される月数が異なる場合があります.

この場合、失柔給付の受給期間が結晶した日 (または所定給付回数を受け終わった日)に羽蜜が

行われ、さかのぼって年金が支払われます.これを、「事主主精算」といいます.

酒、缶、ミ同市~8+>}

| 失業給付と年金との調整 1 

65認になるまでの老齢厚生斧金 (特別支給の老齢厚生年金を吉みます)や退職共済年金 (以下、『年

金Jといいます)I立、ハローワーヴで求臓の期込みをしたときは、実際に失裳給付制を受けたかどう

かには関係なく、 一定のあいだ加給年金額も吉めて年金の全額が支給停止されます.

提1失聾給付 ・・混用保険法由基本手当(船員惇険法の失聾保険宣も同梧1二邸整由封寵となります3

事後精算の仕組み

支給停止されていた年金のうち、お支払いできる月数にれを『支給停止解除月数」といいま

す)を次の式で計算します。支給停止解除月数が1力月以上の場昔、その月数分の年金がさか

のぼって支払われます.

調整の基本的な仕組み

年金が支給停止される期聞にれを「悶盤対象期間』といいます)I立、求職の申込みをした月の翌月か

ら失業給付の受給期聞が経過した月開または所定給付回数を受け終わった月澗までです.

ただし、銅!I!!対象期畑中に失業給付を受けなかったときの、その月分の年金のお支払いや、失業給付

の受給期間が経過したときの年金のお支払い開始は、約3カ月後となります.

失業給付由主給対象と企つが回世

30日
支給停止解除月数拙=年金停止月数ー

※5失霊結付の主軸対象となった目散を30で割った世!こ1禾活の錨散が生じる培合Iι その喝散を
11二切り上げます.失霊桔付の宝結対象となったa世l司念、待期期間や自己都合で迫聴した暗合の桔
村制限期間は古みません.

※2畳給期聞が経過した月 ・ ・・・・・畳給期間満了自由翌日が属する月

諜3所定給付日数を畳け終わった月・・・量笹田失宰包定日が属する月

事後精算の例

〈年金が支桔停止となる期間〉終結付制限期間3カ月、所定詰付目散24。自の場合

巨亙司
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年全

、'7

，<0自
よーユニ 来飴付制....澗信念みません.

30呂

田 "カ~ - 8カ月 3カ月

この場合‘断定・合併目敏潟7'食に砥近の支総停止月の3カ局分の支蛤停止が解除されます.

"カR -

〈事後精算の方:<>
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事後精算

調整対象期間中に、失裳給付を受けた日が1日でもある月は、年金の全額が支給停止されます.

二のため、失業給付を受けた回数の合E十が同じであっても、月をまたいで失業給付を受けt=かど

うかの遣いにより、年金が支給停止される月数が異なる場合があります.

この場合、失業給付の受給期間が経過した目(または所定給付日数を受It終わった日)に銅霊が

行わ札、さかのぼって年金が支払われます.これを、「事後精算Jといいます.

| 失業給付と年金との調整 1 

65歳になるまでの老齢厚生年金(特別支給白老齢厚生年金を吉みます}や退聴共青年金 (以下、 『年

金Jといいます)は、ハローワーヲで求聴の申込みをしたときは、実際に失業絵日寸閉を受けたかどう

かには関係なく、一定のあいだ加給年金額も吉めて年金の全額が王給停止されます.

諜 1l是主給村・ーー雇用罷除法的革本手当(船員悟除去の失l'I!保険金も周轄に個室由対意となります)

事後精算の仕組み

支給停止されていた年金のうち、お支払いできる月数(これを『支給停止解除月数」といいま

す)を次回式で計算します.支給停止解除月散が1カ月以上の場合、その月数分の年金がさか

のぼって支払われます.

調整の基本的な仕組み

年金が支給停止される期間(これを『翻!!I!対象期間」といいます)I立、求職の申込みをした月の霊月か

ら失業4古付の受給期聞が経過した月後2または所定給付回数を受け終わった月間までです.

ただし、調整対象期間中に失業給付を受けなかったときの、その月分の年金のお支払いや、失m給付

の受給期聞が経過したときの年金のお支払い開始は、約3カ月後となります。

生業給付由主給対象となった目散

30日
支給停止解除月数拙=年金停広月数ー

活2 畳給期聞が経過した月・ ・・・・・・・..~結期間満了自由翌日が属する月

※3 所定給付目散を~Iす終わった月 ・・・量桂の央軍認定日が属する月
※5 lた謹話付の宜結対象となった目置を30で割った量!こ1禾涜の端散が主主じる堀合I~. その端散を

11二切り上げます.失書桔付の宝結対象となった回数には、待期期間や自己都合で迫睡した場合の桔
付割限期間ま含みません.

事後精算の伊j

〈年金が夜桜滑止となる期間〉業蛤付制限期間3カ月‘所定制寸田敏24。自の場合
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3配信停止解除月政 ・"カ月 ー ーーーー 泌総付制限期間は含みません.
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この場合‘所定路付自隊第7畿に直近の支給修.tRの3カ月分の支給停広が解陰され奮す.
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業4 ハローワークで失業認定を!I!け念かったため、9月に決祭給付を受給しーなかった苓例.
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高年齢雇用継続給付と年金との調整

高年齢雇用継続給付勢6とは原則、雇用保険の加入期間が5年以上ある60認から65iilになるまでの

加入者に対して、賃金額が60i.t到達時の75軸未満になった方を対象に、最高で賃金額の15叫に当

たる額が支払われるものです.

一方、年金を受けながら厚生年金保険に加入している方が高年齢雇用継続給刊守を受けられるとき

は、在臓による年金の支給停止だけでなく、さらに年金の一部が支給停止されます.

支給停止される年金額は、最古宮で標準報酬月額 (賃金額を一定白舗で区分した、年金等の計算の

基慶となる事犯の6怖に当たる額です.

※6 高年齢雇用継続結付・ ・・雇用保段去の高年齢雇用継続基本括付金または百年齢再就阻給付金
(l幽且時睦去の高齢服用担続基本枯骨金または高齢再就眠結材金も同輔
に翻堕の対象となります)

百年齢雇用継続給付による年金支給停止の伊l

年金月額1回 000円の方の賃金額が350，0田円から却0，0伺円となった唱合 {賞金割合が75崎来高に低
下弘、年金の主桔停止額 {月額}陸、在闘による停止額と高年齢E用継続結付による停止額を合わせ
て‘22.000円となります.
この制では.買金2田.ぽ10円、年金78曲。円.高年齢E用曜続結付30，000円を合わせて.月額3団 O曲
円のお畳け取りとなります.

Y60，tl 

宜金(75%未翁に低下〉
xmρ伺伺

主給停止組合計 一一歩 l
1000門 高年船雇用銀蹄給付による年金の支鎗停止画

年金月鏑
100∞。内

[: ; […抑止…
| | L=榔報酬月額畑町)x町 山 内即

在職老齢年金
78民lO門 ーー今年金月額(10叩由同〉ー支給停止頓(10，0曲同+1t凹O円〉

ーー〉 賞金閣泌氏お円)X1S%鮒

f.H 在胞による盆宅金の支鎗停止額‘高年齢E用銀担問給付による年金の支給停止額および高年齢雇用継続給付の
支給率は一例ですので.実聞の年金額や宜金額等により拠なり宮す.

ご平明な点l立、お近〈の年金事務所・街角田年金相敵セン膏ーへ

日本年金縫構ホームページではお近〈の年金事務所の所在地・お問い合わせ先などをご覧いただけます.

( 日本年金機伽ームページ 同 p://www.nenkIn.go.jp/

||時間指 匡耳

13tO 10t8 003 

@ 日本年金機構

失業給付・高年齢雇用継続給付の手続きをされた方へ

|退職され扇1
65歳になるまでの老齢厚生年金は、ハローワークで求職の申込み

をすると、 年金の全 額が支 給停止されます。【P，2-P，3へ】

|厚生年金保険に加入中の方1
65歳に なるまでの老齢厚生年金I立、雇用保険の高年齢雇用継続

給付を受けられるときは、在職による年金の支給停止だけでなく、

さらに年金の一 部が支 給停止されます。【P，4へ】

/ 年金務求時に、雇用保険に関する届出をお願いします。

O年金請求書lこ「雇用保険被保険者番号」を記入してください.

0雇用保険被保険者番号を確認できる書類 (r雇用保険被保険者証」や 『

¥ 「雇用保険受給資格者証」等のコピー)を添付して〈ださい。
ノ



【別添2】

支給停止事

A 

「老齢厚生・退職共済年金受給権者

& Q 

由該当届Jの届出省略等にかかる雇用保険法等に

1
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あ
け
チ
ヱ

ツ
ク
用
』

よる給付と老齢厚生年金等との調整に関する事務

の取扱い

(平成25年10月実施分)

平成 25年9月20日

日本年金機構

年金給付部
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目次

【職員用】

( 1目省令改正関係)

Q 1 なぜ、受給権者からの支給停止事由該当届の届出を不要とする省令改

正が行われたのですか。・. . . . . . . . . . . . . . . . . . P.4 

Q 2.基本手当においては、いつの求職の申込みから支給停止事由該当眉の届

出 が必要なくなりますか。・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.4

Q3  高年齢雇用継続給付金及び再就職給付金においては、いつの支給から

支給停止事由該当届の届出が必要なくなりますか。・. . . . . . P.4 

Q4.支給停止事由該当届の届出が必要なくなるのは、受給権発生年月日が

いつの方からですか。・・・・・・・・・ P.4 

Q 5. 施行日以後の求職申込等をした者で、受給権者原簿に雇用保険被保険

者番号が登録されていない場合、どのような手続きが必要ですか。

. P. 5 

Q 6.支給停止事由該当届が来届となっている施行日前の求職申込等と、施

行日以後の求職申込等とが混在している場合、支給停止事由該当届は必

要 ですか。・.P. 5 

(2.支払保留6の自動作成・手入力関係)

Q7 施行日以後に、受給権発生年月 Bが施行目前となる遡及裁定を行った

者について、施行目前の年月日の求職申込等の情報がありました。新規

裁定時に支払保留 6を設定しなかった場合、従来どおり支払保留 6が自

動的に設定されますか。・ .P. 6 

Q 8. 施行日以後に、施行目前の年月日の求職申込等の情報が回付された場

合、従来どおり支払保留6が自動的に設定されますか。・.. . . . P. 6 

Q 9. 施行日以後に受給権が発生する者の新規裁定をする場合、支払保留6

の設定は必要ですか。・. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . P. 6 

ー

穴
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ク
用

(3 年金給付システム機能改善関係)

Q 10.基本手当について、 65歳到達月以降の支給記録がない者に対して、

受給満了目前であっても、 65歳到達月から 3カ月経過後の月次一括

処理において、機械的に事後精算を行うとあります。(実施要領 P.17) 

具体的な支払サイクルはどうなりますか。・.. . . . . . . . . . P. 7 

.2. 
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Qll.支給期間のない求職情報と求職申込取消情報(台帳 01)が回付された

場合、年金の支給停止は実施しないとあります。(実施要領 P.19) 

①求職申込等が施行日前で求職申込取消情報(台帳01)が施行日以後

の場合はどうなりますか。

②施行目前から既に求職申込取消情報(台帳 01)があり、まだ事後精算

がされていない場合はどうなりますか。・. . . . . . . . . . . . P. 7 

【お客様用】

Q 1 施行日以後は、支給停止事由該当届の届出が必要ないと聞きましたが、

支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が届いたのは何故ですか。

. P. 8 

Q2  支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が居きました。複数の求職

申込等がある場合、いつの求職申込分を記入するのですか。・.. . P. 8 

Q 2 -1 (更問い)平成25年 10月1日以後にも求職の申込みをしていま

すが、それは記入しなくてよいのですかo •••• P. 8 

Q 2 -2 (更筒い)平成 25年 10月1目前に基本手当を2回受給していま

す。それぞれ、見IJの会社を退職したことにより受けていま

す。この場合、支給停止事由該当届は複数枚の届出が必要

ですか。・. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . P. 8 

Q3 支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が届きました。求職の申込

みと高年齢雇用継続給付の両方がある場合、どの給付について記入すれ

ばよいのですか。・. . . . . . . . . . . . . . . '. . . . . . . P. 9 

f
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【職員用】

(1 省令改正関係)

Q 1.なぜ、受給権者からの支給停止事由該当届の届出を不要とする省令改正

が行われたのですか。

A 1 

お客様より、雇用保険による給付と年金との調整に必要とされている支給停

止事由該当届を省略するなど、現在の手続きの改善要望が寄せられており、ま

た、日本年金機構が雇用保険被保険者番号を把録している場合には、労働市場

センター業務室から提供を受ける求職申込み等を行った者にかかる情報を活用

することによって、求職申込み等を確認することができるため、支給停止事由

該当届の届出を不要とするものです。

(施行日)以後の場合は、支

Q2  基本手当においては、いつの求職の申込みから支給停止事由該当居の届

出が必要なくなりますか。

A2  

求職の申込み年月日が、平成25年 10月1日

給停止事由該当届の届出が不要となります。

Q 3.高年齢雇用継続給付金及び再就職給付金においては、いつの支給から支

給停止事由該当届の届出が必要なくなりますか。

{八
あ
り
チ
ェ
ッ
ク
用

A3  

高年齢雇用継続給付金及び再就織給付金の支給対象となった最初の月の 1日

が、平成 25年 10月1日(施行日)以後の場合は、支給停止事由該当届の届

出が不要となります。

Q4 支給停止事由骸当届の届出が必要なくなるのは、受給権発生年月日がい

つの方からですか。

A4  

平成25年 10月1日(施行臼)以後に年金受給権が発生する方は、省令改

正後の施行規則が適用されるため、支給停止事由該当届の届出が不要となりま

す。このため、年金請求書(ターンアラウンド用)のうち、特老厚の受給権発

生者について、平成25年7月送付分 (10月生月者)からは、施行日以後に

年金受給権が発生する方が送付対象となることから、支給停止事由該当届の同

封をしないこととしました。

ただし、実施要領 P.10 r項番 3Jのように、施行目前に年金受給権が発生す

る方であっても、求職申込等年月日が施行日以後の場合は届出不要です。

. 4' 
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05 施行日以後の求職申込等をした者で、受給権者原簿に雇用保険被保険者

番号が登録されていない場合、どのような手続きが必要ですか。

A5  

受給権者原簿に雇用保険被保険者番号を登録する必要があるため、支給停止

事由該当居に、雇用保険被保険者番号が確認できる書類(コピー可)を添付し

て、「国民年金・厚生年金保険 ・船員保険 年金に係る決定・支払処理の再調査

及び訂正についてJ(様式 127-2号【その他用】)を本部に進達してください。

なお、支給停止事由該当届の記載項目のうち、求職の申込みを行った年月日

及び高年齢雇用継続給付を受けることになった最初の支給対象年月についての

記入は不要となります。

穴
あ
け
チ
工
ツ
ヲ
舟

06. 支給停止事由該当届が未屈となっている施行目前の求職申込等と、施行

日以後の求職申込等とが混在している場合、支給停止事由該当届は必要ですか。

A6  

施行目前の求職申込等に対する支給停止事由該当届の届出が必要です。

なお、複数の求職申込等が存在し、施行目前・施行日以後に分かれる場合、

全ての施行目前の求職申込等に対し、支給停止事由該当届に基づくオンライン

入力処理が行われた時点で、施行日以後の求職申込等に対する支給停止・支給

停止解除トランズの作成を連動して行います。

トランズ 原因 事由
作成π

コード

51-31 支給停止 失業給付受給による支給停止

51-32 支給停止 雇用継続給付受給による支給停止

51-33 支給停止 再就職給付受給による支給停止 AN  

52-31 停止解除 失業給付受給による支給停止の解除

52-32 停止解除 雇用継続給付受給による支給停止の解除

52-33 停止解除 再就職給付受給による支給停止の解除

2 1 

※支払保留 6が設 支払保留解除 EN 

定されていた場合

. 5・

89 
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(2 支払保留 6の自動作成・手入力関係)

Q7. 施行日以後に、受給権発生年月日が施行目前となる遡及裁定を行った者

l について、施行目前の年月日の求職申込等の情報がありました。新規裁定時に

支払保留 6を設定しなかった場合、従来どおり支払保留 6が自動的に設定され

ますか。

A7 

従来どおり、受給権者原簿に雇用保険被保険者番号の登録がされている場合

は、支払保留 6が自動的に設定されます。

Q8  施行日以後に、施行目前の年月日の求職申込等の情報が回付された場合、

従来どおり支払保留 6が自動的に設定されますか。

A8  

従来どおり、受給権者原簿に雇用保険被保険者番号の登録がされている場合

は、支払保留 6が自動的に設定されます。

Q9  施行日以後に受給権が発生する者の新規裁定をする場合、支払保留6の

設定は必要ですか。

A9  

雇用保険による給付の受給事実を確認(雇用情報文は雇用保険受給資格者

~iE .高年齢雇用継続給付支給決定通知書による確認)した場合は、雇用情報の

回付が遅延した場合の年金過払い防止のため、原則として支払保留 6を設定し

てください。(雇用保険受給資格者証・高年齢雇用継続給付支給決定通知書によ

り確認した場合は、そのコピーを年金請求書に添付してください。)

その後の裁定決定後の連動処理において、雇用情報との突合を行い、自動的

に支給停止・支給停止解除トランズの作成及び保留解除が行われます。

ただし、例外として、次の場合は自動的に支給停止・支給停止解除トランズ

の作成及び保留解除が行われないため、従来どおり支払保留 6の設定を行わな

いようご注意ください。

0高年齢雇用継続給付金の不支給情報のみがあり、支給情報がない場合。

.6・
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(3. 年金給付システム機能改善関係)

Q 1 O. ~基本手当について、 65 歳到達月以降の支給記録がない者に対して、

受給満了目前であっても、 65歳到達月から 3カ月経過後の月次一括処理にお

いて、機械的に事後精算を行うとあります。(実施要領 P.17)
具体的な支払サイクルはどうなりますか。

A 1 0 

65歳到達後の月次一括処理(毎月 7目前後)を 3回経過した月の翌月の支

払サイクルにおいて事後精算を行います。具体的な事例は、実施要領 P.18を参

照してください。

Q 1 1 支給期間のない求職情報と求職申込取消情報(台帳 01)が回付された

場合、年金の支給停止は実施しないとあります。(実施要領 P.19) 

①求職申込等が施行目前で求職申込取消情報(台帳 01)が施行日以後の場合は

どうなりますか。

②施行目前から既に求職申込取消情報(台帳 01)があり、まだ事後清算がされ

ていない場合はどうなりますか。

A 1 1 

当該機能改善の対象は、改善後のシステムが稼働する平成 25年9月30日

以後の求職申込等のみとなるため、①、②いずれの場合も従来どおり 3カ月後

の1カ月分支払となります。

7・
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【お客様用】

01 施行日以後は、支給停止事由核当届の届出が必要ないと聞きましたが、

支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が届いたのは何故ですか。

A1 

平成 25年 10月1日 (施行日)前の求職申込等がある場合は、従来どおり

支給停止事由該当届の届出が必要ですので、届出をお願いします。

届出が必要ない場合とは、平成 25年 10月 1日以後に、次の①から③のいず

れかに該当した場合です。

①60歳から 65歳になるまでの老齢厚生年金の受給権が発生したとき

②ハローワークに求職の申込みをしたとき

③高年齢雇用継続給付等を受けられるようになったとき

※いずれの場合も、年金請求時などに日本年金機構へ雇用保険被保険者番号を

届出されている場合に限ります。

02.支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が届きました。複数の求職申

込等がある場合、いつの求職申込分を記入するのですか。

A2 

(雇用情報を確認のうえ、回答を行う。)

お客様の場合、平成25年 10月1目前に求職申込等をされたものを犯人し

てください。

穴
あ
け
T
工
ツ
ク
周

02ー 1 (更問い)平成25年 10月1日以後にも求職の申込みをしています

が、それは記入しなくてよいのですか。

A2-1 

平成 25年 10月1日(施行日)以後に求職の申込みをしたものについては、

省令改正により、お客様からの扇出は必要なくなりました。届出は必要ありま

せんが、年金との調整は行われます。厚生労働省 (労働市場センター)から基

本手当や高年齢雇用継続給付等の情報が日本年金機構に回付されることにより、

自動的に年金との調整を行い、年金の支給停止やお支払いの再開を行います。

02 -2 (更聞い)平成 25年 10月1目前に基本手当を2回受給しています。

それぞれ、見IJの会社を退職したことにより受けています。この場合、支給停止

事由該当届は複数枚の届出が必要ですか。

A2-2 

平成25年 10月1目前の求職の申込みが複数ある場合は、それぞれの求職

の申込みについて、支給停止事由該当届の届出が必要です。2回受給しておら

8 
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2枚の届出が必要となります。

.9. 
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れますと、

Q3 支給停止事由該当届の届出をするよう勧奨が届きました。求職の申込み

と高年齢雇用継続給付の両方がある場合、どの給付について記入すればよいの

ですか。

A3  

(雇用情報を確認のうえ、回答を行う。)

求職の申込み又は高年齢雇用継続給付のそれぞれについて、平成 25年 10 

月1日前であるかを確認していただき、平成25年 10月1目前であるもの (両

方の場合は両方とも)については、支給停止事由該当届の届出が必要です。



平成 25年6月28日

事企情 2013-40文書区分

度高重要 要報告 急緊

O 
「厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令J

設

相政セ

社労士会
;./ 

$1 

〆 〆

の公布(情報提供)

本部 ブロッウ本部 事務センヲー 年金事務所

宛先

部各

係部関 部管理 器部 適徴部

厚年 厚年

国年 給年 E録E 突A 
適量 適用限

徴収限 書
G G 

全 号総 厚年) 
G G 白 G 

総f主 厚年) 

O O 。O O O O 。O O O O O O O 。

旦盟二盆量

厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成 25年厚生労働省令第 88号)が平成 25年6月

28日に公布されましたので、お知らせするものです。

ポイン卜 (肉容)

O 厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成 25年厚生労働省令第 88号。以下「本改正

省令」という。)が平成 25年6月28日に公布され、厚生労働省大臣官房年金管理審議官から日本年

金機構理事長宛に通知されましたので、お知らせします。
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O 本改正省令は、 65歳に到達するまでの聞に受給する老齢厚生年金等(以下 r65歳前老齢厚生年金J

という。)と雇用保険法(昭和 49年法律第 116号)による給付との併給調整について、{井給籾整の要

件に該当したときに 65歳前老齢厚生年金の受給権者が行うとされている届出の一部を省略するもの

です。

施行期日 平成 25年 10月1日O 

今後の事務処理等につきましては、追って担当部からお知らせいたします。

G
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重

業事
山

部
谷

園
、

企
津

業
米

先
事

会
部
当

照
本
担

詳細は別添資料を参照願います。

O 

※ 
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年管発 o6 2 8第 4号

平成 25年 6月 28日

厚生労働省大臣官房年金管理審議官

(公印省略)

殿日本年金機構理事長

厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行について

厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成 25年厚生労働省令

第 88号。以下「改正省令j という。)が平成 25年 6月 28日に公布された

ので通知する。

改正省令の内容は下記のとおりであるので、その内容につき御了知いただく

とともに、実施に当たっては、周知徹底を図り遺漏のないよう取り扱われたい。

穴
あ
付
チ
ェ
ッ
ク
用

記

第 1 改正省令の内容

(1)厚生年金保険法施行規則(昭和 29年厚生省令第 37号)の一部改正

6 5歳未満の者に支給する老齢厚生年金ど雇用保険法(昭和 49年法律

第 11 6号)による基本手当及び高年齢雇用継続給付左の調整を行うため、

現行の厚生年金保険法施行規則第 33条第 1項及び第 3項では、 65歳未

満の老齢厚生年金の受給権者が①雇用保険法第 15条第 2項の規定による

求職の申込みをしたとき、又は②高年齢雇用継続給の支給を受けるこ左が

できるようになったときは、支給停止事由該当届を提出しなければならな

いこととされている。

これについて、①老齢厚生年金の裁定請求書に雇用保険被保険者番号を

記載した者及び②雇用保険被保険者番号を記載した支給停止事由該当局を

提出したことがある者については、当省職業安定局から提供を受けている

雇用保険法による給付に関する情報を活用することにより、老齢厚生年金

の調整に係る事務を行うことが可能であることから、当該支給停止事由該

当屈の提出を要しないものとした こと。

-95ー



( 2 )その他の改正

①旧三共済 (JT、 JR、NTT) の組合員期間を有する 65歳未満の

者に支給する退職共済年金及び②旧農林共済の組合員期間を有する 65歳

未満の者に支給する退職共済年金であって、法令の規定により厚生年金保

険の管掌者たる政府が支給するこどどされているものについても、(1)と

同様の改正を行うため、次の 2つの省令を改正したこと。

① 厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する等の省令

省令第 31号)

② 厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成 14年厚生労

働省令第 27号)

(平成 9年厚生

第 2 施行期日等

(1)施行期日

平成 25年 10月 1日から施行する。

( 2 )経過措置

施行期目前に生じた事由に基づく支給停止事由該当届の提出については、

なお従前の例によるものとしたこと。

-96ー
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穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

(号外第 138号)報"" 白金綴日平成 25年 6月 28日61 
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O
厚
生
労
働
省
令
第
八
十
八
号

厚
生
年
金
保
険
法
(
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
五
号
)
第
九
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
吉
、
厚
生
年
金
保
険

法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
.

平
成
二
十
五
年
六
月
二
十
八
日

厚
生
労
働
大
臣

田
村

憲

久

厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

(
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
)

第

一
条
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
三
十
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
七
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
.

第
三
十
条
第
一
項
第
二
号
の
二
中
「
次
項
第
一
号
り
ご
の
下
に
「
並
び
に
第
三
十
三
条
第
一
項
及
び
節
三
項
」

を
加
え
る
.

第
三
十
三
条
第
一
項
中
「
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
催
者
」
を
「
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
(
第
三
十
条
第
一
項

の
請
求
書
に
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
飽
徹
し
て
い
な
い
者
に
限
る
.
ご
に
改
め
、
「
さ
れ
て
い
る
と
哲
」
の
下
に

「又
は
こ
の
項
若
し
く
は
節
三
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
帯
号
を
記
椴
し
た
届
省
骨
俄
情
に
拠
出
し
た

こ
と
が
あ
る
と
き
』
を
加
え
、
問
項
第
五
号
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
情
者
」
を
『
老
齢

厚
生
年
金
の
受
給
権
者
(
第
三
十
条
第
一
項
の
請
求
省
に
扇
用
保
険
被
保
険
者
需
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限

る
.
ど
に
改
め
、
「
さ
れ
て
い
る
と
き
」
の
下
に
「
又
は
第
一
項
若
し
く
は
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
原
用
保
険
被
保
険

者
番
号
を
記
服
し
た
厨
曹
を
機
構
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号
を
削
る
.
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(
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
省
令
の
一
部
改
正
)

第
二
条
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
省
令
(
平
成
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
一
号
)
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
八
条
第
一
項
第
二
号
の
ニ
中

「次
項
第
一
号
の
一

ご

の
下
に
「
並
び
に
附
則
第
二
十
六
条
第
一
項
及
び

第
三
項
」
を
加
え
る
.

附
則
第
二
十
六
条
第
一
項
中
「
退
問
共
済
年
金
の
受
給
権
者
」
を
「
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
八

条
第
二
墳
の
請
求
書
に
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
J
」
に
、
「
厚
生
年
金
保
険
法
附
剣

第
十
一
条
の
五
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
附
則
第
七
条
の
凹
第
一
項
又
は
第
四
項
」
を
「
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第

十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
附
則
第
十
二
条
の
八
の
ニ
第

一

項
又
は
第
四
項
」
に
改
め
、
「
さ
れ
て
い
る
と
き
」
の
下
に
「
又
は
こ
の
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
属
用
保

険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
昏
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号
を

削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
退
職
共
済
年
金
町
受
給
権
者
い
を

「退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
八
条
第
一

項
の
請
求
書
に
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
J
L
に
、
「
厚
生
年
金
保
険
法
附
則
第
十

一

条
の
六
第
一
項
又
は
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
六
年
法
律
第
九
十
五
号
.
附
則
第
二
十
八
条

に
お
い
て
「
平
成
六
年
改
正
法
」
と
い
う
。
)
附
則
第
二
十
六
条
第
一
項
」
を
「
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
附
則
第
十
三
条
の
八
の
三
第
一
項
(
同
条

第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
J
」
に
改
め
、
「
さ
れ
て
い
る
と
き
」
の
下
に
「
又
は
第

一
項
若
し
く
は
こ

の
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と

き
」
を
加
ぇ
、
同
項
第
五
号
を
削
る
.

(
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
)

第
三
条
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
(
平
成
十
凶
年
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
七
号
)
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
中
「
以
下
」
を
「
次
項
第
二
号
並
び
に
附
則
第
二
十
二
条
第

一
項
及
び
第
三
項
に

お
い
て
」
に
改
め
る
.

附
則
第
二
十
二
条
第
一
項
中

「退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
は
」
を
「
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十

四
条
第

一
項
の
請
求
書
に
原
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
J

は
」
に
改
め
、
「
さ
れ
て
い

る
と
き
」
の
下
に
「
又
は
こ
の
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
較
し
た
屑
曹
を

厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
」
を
加
え
、
同
項
第
四
号
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
退
職
共
演
年

金
の
受
給
権
者
は
」
を
「
退
験
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
四
条
第
一
項
の
請
求
書
に
雇
用
保
険
被
保
険
者

番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
J
は
」
に
改
め
、
「さ
れ
て
い
る
と
吉
凶
の
下
に

「又
は
第
一
項
若
し
く
は
こ
の

項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
替
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
」

を
加
え
、
同
項
第
四
号
を
削
る
.

j

J

 

R

E

 

(
施
行
期
日
)

l

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
イ
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

(
経
過
措
置
)

2

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
生
じ
た
事
由
に
係
る
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
厚
生
年
金
保
険
法
錨
行
規
則
第
三

十
三
条
第

一
項
及
び
第
三
項
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
省
令
附
則
第
二
十
六
条
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
厚
生
年
金
保
険
法
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
附
則
第
二
十
二
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
周
出
に
つ
い
て
は
、
な

お
従
前
の
倒
に
よ
る
。

(号外第 138号)報
{ 

民金曜日平成 25年6月 28日

穴
あ
吋
チ

ェ
ッ
ク
用
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穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

。
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
二
十
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
七
号
)

改

正

案

(
裁
定
の
請
求
)

第
三
十
条
老
齢
厚
生
年
金
に
つ
い
て
、
法
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
裁
定
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
誇
求
書
を
、
機
構

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一・

二

(
略
)

二
の
二
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て

は
、
直
近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険

者
番
号
(
次
項
第
一
号
の
二
並
び
に
第
三
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に
お
い

て
「
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う
。
)

一一一

1
十

一

(
路
)

2
1
ω
(賂
)

(
支
給
停
止
事
由
該
当
の
届
出
)

第
三
十
三
条
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
(
第
三
十
条
第
一
項
の
請
求
書
に
雇
用

保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
J

は
、
法
附
則
第
十
一
条

の
五
又
は
第
十
三
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
附
則
第
七
条
の
四
第
一

項
又
は
第
四
項
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
法
第
三
十
八
条
の
二
第

一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
老
齢
厚
生
年
金
の
額
の
全
部

(
抄
)

(
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
)

現

1'f 

(
裁
定
の
請
求
)

第
三
十
条
老
齢
厚
生
年
金
に
つ
い
て
、
法
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
裁
定
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
誇
求
書
を
、
機
構

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
・
二
(
略
)

二
の
一
一
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て

は
、
直
近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険

者
番
号
(
次
項
第
一
号
の
二
に
お
い
て
「
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う
。
)

一一一

1
十

一

(
略
)

2
1
m
(賂
)

(
支
給
停
止
事
由
該
当
の
届
出
)

第
三
十
三
条
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
は
、
法
附
則
第
十
一
条
の
玉
又
は
第
十

三
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
附
則
第
七
条
の
四
第
一
項
又
は
第
四
項

の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項

を
記
載
し
た
届
書
を
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
法
第
三
一
十

八
条
の
ニ
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
老
齢
厚
生
年
金
の
額
の
全
部
に
つ
き
支
給
が

停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
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に
つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
又
は
こ
の
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に

よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
書
を
機
構
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ

る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一
受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

二
基
礎
年
金
番
号

三

老
齢
厚
生
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

四
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
臓
の
申
込
み
を
行
っ
た
者

に
あ
っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

(
削
る
)

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
(
第
三
十
条
第
一
項
の
請
求
書
に
雇
用
保
険
被
保

険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
。
)
は
、
法
附
則
第
十
一
条
の
六
第
一

項
、
第
二
項
若
し
く
は
第
四
項
(
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
)
若
し
く
は
第
十
三
条
の
六
第
四
項
(
同
条
第
八
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
)
又
は
平
成
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
六
条
第

一
項

若
し
く
は
第
三
項
(
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
)
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
印
刷
書
を
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

法
第
三
十
八
条
の
ニ
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
老
齢
厚
生
年
金
の
額
の
全
部
に
つ

き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
又
は
第

一
項
若
し
く
は
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り

雇
用
保
険
被
保
険
者
養
号
を
記
載
し
た
届
警
を
機
構
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

二
基
礎
年
金
番
号

2 3 

2 

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

基
礎
年
金
番
号

老
齢
厚
生
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ
ー
ド

四
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
者

に
あ
っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

玉
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
年

月
日(

向
上
)

3 

老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
は
、
法
附
則
第
十

一
条
の
六
第
一
項
、
第
二
項
若

し
く
は
第
四
項
(
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
)
若
し
く
は
第
十
三
条
の
六
第
四
項
(
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
)
又
は
平
成
六
年
改
正
法
附
則
第
二
十
六
条
第

一
項
若
し
く
は
第
三

項
(
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
)
の
規

定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記

載
し
た
届
脊
を
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
法
第
三
十
八
条

の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
老
齢
厚
生
年
金
の
額
の
全
部
に
つ
き
支
給
が
停
止

さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

基
礎
年
金
番
号

穴
あ
付
ず
エ
ツ
ク
問
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穴
あ
り
チ
工
ツ
ク
用

老
齢
厚
生
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

1
ド

四
雇
用
保
険
法
の
規
定
に
よ
る
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
又
は
高
年
齢
再

就
職
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
者
に
あ
っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

(
削
る
)

4 

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

老
齢
厚
生
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

雇
用
保
険
法
の
規
定
に
よ
る
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
又
は
高
年
齢
再

就
職
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
者
に
あ
っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

五
初
め
て
支
給
を
受
け
た
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
又
は
高
年
齢
再
就
職

給
付
金
の
支
給
対
象
月
の
う
ち
当
該
支
給
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
最
初
の
支

給
対
象
年
月

(
同
上
)

四
4 
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。
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
等
の
省
令
(
平
成
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
一
号
)

(
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
)

改

E 

案

F付

員リ

(
退
職
共
済
年
金
の
裁
定
の
請
求
)

第
十
八
条
退
職
共
済
年
金
(
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に

よ
り
厚
生
年
金
保
険
の
管
掌
者
た
る
政
府
が
支
給
す
る
も
の
と
さ
れ
た
も
の
に
限

る
。
第
八
号
を
除
き
、
以
下
同
じ
。)
に
つ
い
て
、
裁
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
請
求
書
を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
・
二
(
略
)

二
の
二
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て

は
、
直
近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険

者
番
号
(
次
項
第

一
号
の
二
並
び
に
附
則
第
二
十
六
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に

お
い
て
「
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う

0
)

一一一

1
十
二

(
賂
)

(
略
)

η
G

，、3
に
υ

(
支
給
停
止
事
由
該
当
の
届
出
)

第
二
十
六
条
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
八
条
第
一
項
の
請
求
書
に

雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
。)
は
、
平
成
八
年
改

(
抄
)

現

行

F付

則

(
退
職
共
済
年
金
の
裁
定
の
請
求
)

第
十
八
条
退
職
共
済
年
金
(
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に

よ
り
厚
生
年
金
保
険
の
管
掌
者
た
る
政
府
が
支
給
す
る
も
の
と
さ
れ
た
も
の
に
限

る
。
第
八
号
を
除
き
、
以
下
同
じ
。)
に
つ
い
て
、
裁
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
誇
求
書
を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
・
二
(
路
)

二
の
二
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て

は
、
直
近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険

者
番
号
(
次
項
第
一
号
の
二
に
お
い
て

「雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う
。
)

一-一

1
十
二
(
賂
)

(
略
)

つム
M
4
3
R
U

(
支
給
停
止
事
由
該
当
の
届
出
)

第
二
十
六
条
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
は
、
厚
生
年
金
保
険
法
附
則
第
十

一
条

叫
到
叶
判
川
寸
樹
刷
利
引
剛
制
附
則
矧
廿
剣
叫
剛
矧
↓
刻
刻
叫
矧
剛
測
の
規
定
に

穴
あ
付
チ
ェ

ッ
ク
用

-102ー



穴
あ
け
チ
工
ツ
タ
用

正
法
附
則
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
国
家
公
務

員
共
済
組
合
法
附
則
第
十
二
条
の
八
の
二
第

一
項
又
は
第
四
項
の
規
定
に
該
当
す

る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書

を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
平
成
八
年
改
正
法

附
則
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
十
六
年
国

共
済
改
正
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
第
七
十

四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済
年
金
の
全
額
に
つ
き
支
給
が

停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
又
は
こ
の
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険

被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

受

給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

二
基
礎
年
金
番
号

三

退

職

共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

四
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
者

に
あ

っ
て
は
、

雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

(
削
る
)

2 

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
@

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
八
条
第
一
項
の
請
求
書
に
雇
用
保
険

被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
。
)
は
、
平
成
八
年
改
正
法
附
則

第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
国
家
公
務
員
共
済
組

合
法
附
則
第
十
二
条
の
八
の
三
第

一
項
(
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
)
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
局
番
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す

3 

該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し

た
届
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
平
成
八
年

改
正
法
附
則
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
十

六
年
国
共
済
改
正
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法

第
七
十
四
条
の
二
第

一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済
年
金
の
全
額
に
つ
き

支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

基
礎
年
金
番
号

退
職
共
済
年
金
の
年
金
鉦
書
の
年
金
コ
ー
ド

四
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
者

に
あ
っ
て
は
、
庖
用
保
険
被
保
険
者
番
号

五
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
年

同
月
日
H

(
向
上
)

2 3 

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
は
、
厚
生
年
金
保
険
法
附
則
第
十
一
条
の
六
第
一

項
又
は
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
六
年
法
律
第
九
十
五
号
。

附
則
第
二
十
八
条
に
お
い
て
「
平
成
六
年
改
正
法
」
と
い
う
。
)
附
則
第
二
十
六

剣
矧
↓
測
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
寄
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
平
成
八
年
改
正
法
附
則
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
も

の
と
さ
れ
た
平
成
十
六
年
国
共
済
改
正
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
家
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る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
十
六
年
国
共
済
改
正
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
第
七
十
四
条
の
二
第

一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職

共
済
年
金
の
全
額
に
つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
又
は
第

一
項
若
し
く
は

こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
房
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働

大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

二
基
礎
年
金
番
号

三
退
職
共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

ー
ド

四
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

(
削
る
)

4 

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
と
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

公
務
員
共
済
組
合
法
第
七
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済

年
金
の
全
額
に
つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

4 

受
給
権
者
の
生
年
月
日
及
び
住
所

基
礎
年
金
番
号

退
職
共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

四
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

五
初
め
て
支
給
を
受
け
た
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
又
は
高
年
齢
再
就
職

給
付
金
の
支
給
対
象
月
の
う
ち
当
該
支
給
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
最
初
の
支

給
対
象
年
月

(
向
上
)

穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用
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穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
周

。
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
(
平
成
十
四
年
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
七
号
)

(
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
)

改

正

案

附

員Ij

(
退
職
共
済
年
金
の
裁
定
の
請
求
)

第
十
四
条
退
職
共
済
年
金
(
移
行
年
金
給
付
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
)
に
つ
い
て
、

裁
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
詩
求
書

を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

(
略
)

二
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て
は
、
直

近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険
者
番
号

(
次
項
第
二
号
並
び
に
附
則
第
二
十
二
条
第

一
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
庭

用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う
。)

一-一t，
九
(
賂
)

(
略
)

2
1
6
 

(
雇
用
保
険
法
に
よ
る
基
本
手
当
等
と
の
調
整
に
関
す
る
支
給
停
止
事
由
該
当
の

届
出
)

第
二
十
二
条
湖
剰
刺
洲
銅
剣
州
剣
制
樹
剖
ベ
附
則
創
刊
剛
剣
矧
↓
割
削
謝
刻
割
川

雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
て
い
な
い
者
に
限
る
。
)
は
、
廃
止
前
農
林

共
済
法
附
則
第
十
三
条
の
二
第
一
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た

(
抄
)

現

行

附

則

(
退
職
共
済
年
金
の
裁
定
の
誇
求
)

第
十
四
条
退
職
共
済
年
金
(
移
行
年
金
給
付
に
限
る
。
以
下
同
じ
。)
に
つ
い
て
、

裁
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
請
求
書

を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

(
略
)

二
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
)
第
十
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
あ
っ
て
は
、
直

近
に
交
付
さ
れ
た
雇
用
保
険
被
保
険
者
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
被
保
険
者
番
号

(
以
下
「
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
」
と
い
う
。
)

九

(
略
)

(
路
)

つb

，、，
au

(
雇
用
保
険
法
に
よ
る
基
本
手
当
等
と
の
調
整
に
関
す
る
支
給
停
止
事
由
該
当
の

届
出
)

第
二
十
二
条
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
は
、
廃
止
前
農
林
共
済
法
附
則
第
十
三

条
の
二
第
一
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ

た
と
き
は
、
速
や
か
に
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ

105 -



と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働

大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
平
成
十
六
年
度
、
平
成
十
七
年

度
、
平
成
十
九
年
度
及
び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金
保
険

制
度
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
制
度
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令

に
関
す
る
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
(
平
成
十
六
年
政
令
第
二
百
九
十
八
号
。
以

下

「平
成
十
六
年
経
過
措
置
政
令
」
と
い
う
。
)
第
三
十
三
条
第
一
項
に
お
い
て

準
用
す
る
厚
生
年
金
保
険
法
第
三
十
八
条
の
二
第

一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退

職
共
済
年
金
の
全
額
に
つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
刻
叫
斗
叫
刻
刻

U
け

は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
局
書
を
厚
生
労

働
大
臣
に
提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
の
住
所
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
基
礎
年
金
番

号
二
退
職
共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

ー
ド

三
雇
用
保
険
法
(
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
)
第
十
五
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
者
に
あ

っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番

号(
削
る
)

2 

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
(
附
則
第
十
四
条
第
一
項
の
請
求
書
に
房
用
保
険

制
側
側
剖
割
引
剖
制
制

U
寸
川
刈
川
剖
叫
岡
引
斗
J
刷
、
廃
止
前
農
林
共
済
法
附

則
第
十
三
条
の
三
第

一
項
(
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
)

の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項

を
記
載
し
た
届
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

平
成
十
六
年
経
過
措
置
政
令
第
三
十
三
条
第

一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
厚
生
年
金

3 

ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
平
成
十
六
年
度
、
平
成
十
七
年
度
、
平
成
十
九
年
度
及

び
平
成
二
十
年
度
の
国
民
年
金
制
度
及
び
厚
生
年
金
保
険
制
度
並
び
に
国
家
公
務

員
共
済
組
合
制
度
の
改
正
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
法
令
に
関
す
る
経
過
措
置
に

関
す
る
政
令
(
平
成
十
六
年
政
令
第
二
百
九
十
八
号
。
以
下

「平
成
十
六
年
経
過

措
置
政
令
」
と
い
う
。
)
第
三
十
三
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
厚
生
年
金
保

険
法
第
三
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済
年
金
の
全
額
に

つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
の
住
所
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
基
礎
年
金
番

号
二
退
職
共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

三
雇
用
保
険
法
(
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
)
第
十
五
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
者
に
あ
っ
て
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
番

号
四
雇
用
保
険
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
求
職
の
申
込
み
を
行
っ
た
年

同
月
日
H

(
同
上
)

2 3 

退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
は
、
廃
止
前
農
林
共
済
法
附
則
第
十
三
条
の
三
第

一
項
(
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
)
の
規
定
に
該
当
す
る

に
至
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を

厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
平
成
十
六
年
経
過
措

置
政
令
第
三
十
三
条
第

一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
厚
生
年
金
保
険
法
第
三
十
八
条

の
二
第

一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済
年
金
の
全
額
に
つ
き
支
給
が
停
止

穴
あ
け
ず
工
ツ
ク
問
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穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用

保
険
法
第
三
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
退
職
共
済
年
金
の
全
額

に
つ
き
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
と
き
又
は
第
一
項
若
し
く
は
こ
の
項
の
規
定
に

よ
り
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
を
記
載
し
た
届
蓄
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
た

こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
の
住
所
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
基
礎
年
金
番

号
二
退
職
共
済
年
金
の
年
金
誕
書
の
年
金
コ

l
ド

三

雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

(
削
る
)

前
項
の
届
書
に
は
、
支
給
を
停
止
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4 

さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一
退
職
共
済
年
金
の
受
給
権
者
の
住
所
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
基
礎
年
金
番

号
二
退
職
共
済
年
金
の
年
金
証
書
の
年
金
コ

l
ド

三
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号

四
初
め
て
支
給
を
受
け
た
雇
用
保
険
法
に
規
定
に
よ
る
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本

給
付
金
又
は
高
年
齢
再
統
職
給
付
金
の
支
給
対
象
月
の
う
ち
当
該
支
給
を
受
け

る
こ
と
と
な
っ
た
最
初
の
支
給
対
象
年
月

(
向
上
)

4 
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1

穴
あ
け
チ
エ
ツ
タ
問

2.金融機関の新設・合併・居舗名称変更等について

【年金給付部給付企画グループ】

O 【情報提供】金融機関の后舗名称変更等

(平成 25年9月 10日 給付情 2013-92)・・.P 1 09 

平成 25年 10月 15日支払から変更について、お知らせしたものです。

O 【情報提供】金融機関の底舗名称変更等

(平成 25年 10月8日 給付情 2013-103)・・・ P1 1 2 

平成 25年 11月15日支払から変更について、お知らせしたものです。

一¥
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日25年 9月

情 20 1 3 -92 

1 0 平成

給付

金融機関の庖餓名称変更等(情報提供)

文書区分

重

要報告要度高
緊急

情報提供先

相iセ貴
社労士会 健保協会 機農

ーノ

$1 

ν 

本部 ブロッヲ本部 事務セン$1ー 年金事務所

宛先
各部

係部関
管

相給部 適徴部

厚年 厚年
国年 給年 記録 突合

課義
適用課

徴収課 年課国 課記録 相談室
理部

G G 

全 慧総 厚年 G G G G 
厚) 年

O O O O O O O O O O O O O O O O 

本部関係部

厚生年金保険部、国民年金部、基幹システム開発部、業務管理部、支払部、陣害年金業務部、業務渉外部

穴
あ
付
チ
工
ツ
ク

m

E並ゴ皇量
金融機関の庖鋪名称変更等についてご連絡します。

ポイント(肉容)

平成25年10月 15日支払からの変更となります。1 

変更となる金融機関・庖舗名につきましては、別添を参照願います。z 

照会先

本部年金給付部給付企画G
かんfまやし

担当馬場(秀)、よ並
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[)lil添]

銀行等

l日 事R
実施時期(年月日)

コード 金融機関名称 コード1m舗名称 コード 金融機関名称 コード|庖舘名称

iヒヵ・シマッハ7 i同河川

0005 三菱重京UFJ銀行 319 東松原物見l幽禄所 b 0005 三菱東京UFJ銀行 319 東松原 平成25年8月19日

∞05 I三謹東京山銀行 670 本山出張所 b 0005 I三菱東京UFJ銀行 670 本山 平成25年自月 19日

187 西友仙台泉 b 0121 荘内銀行 187 泉中央 平成25年8月20日

0146 北園銀行

jヨ州7マ工

146 工学部前出弧所 b 0146 北図銀行 121 小立野 平成25年8月19日

ヘ平イワト干J
114 i;t広ロ河島

0170 山口銀行 129 和通 b 0170 山口銀行 平成25年8月12日

0175 四国銀行 233 タ久レヰL b 0175 四国銀行 233 ク久レ礼代理庖 平成25年8月1日

237 宇佐 b 237 宇佐代理庖 平成25年8月1日

カ11ワlヒヵ・シ |カワヒヵーシ

0184 宮崎銀行 305 東 b 0184 宮崎銀行 305 lJl[東出張所 平成25年自月5日

引 84I宮崎銀行
311 ト年シミ見チヨ町ウ

、
刊 Iト年シミ見チヨ町ウ出張所

b 0184 宮崎銀行 平成25年日月5日

叩|家L0562 みなと銀行 358 坊勢出張所 b 0562 みなと銀行 平成25年7月29日

939 カ加ン・治キ木
2990 九州労働金庫 b 939 霧島 平成25年7月29日

---------------- 202 栃木 平成25年8月29日

---------------- !ショウナ月イ

0149 静岡銀行 528 湖南台 平成25年自月29日

----------------川 1i北九州銀行
167 litひピびキJきの

平成25年日月26日

----------------0573 I香川銀行 日04 大阪商 平成25年8月26日
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【別添]

農協等

l日 iJi 
実施時期(年月日)

コード j金融機関名称 コードIJ苫鯖名称 コード金融機関名称 コード庖舗名称

4132 東酉しらかわ農協 4132 東西しらかわ農協 |矢002 中畑 b 003 吹中央 平成25年8月12日

4132 東西山わ農協 川東山わ農協003 矢吹 b 003 矢吹中央 平成25年8月12日

9017 八代地域農協 i西008 昭和支所 b 9017 八代地域農協 010 部総合支所 平成25年7月29日

9017 八代i也減農協

iNTY附

日09 八千把支所 b 9017 八代地成農協 010 西部総合支所 平成25年7月29日

9017 八代地峨農協
010 ゲ郡ン築チO支所

セイフソウJ.ウ

b 9017 八代1也減農協 010 西部総合支所 平成25年7月初日

9017 八代i醐 農協

iウヤナギ

自 叩 1"代地域農協

すンプソウコウ

003 植柳支所 b 012 南部総合支所 平成25年7月29日

9017 八代地域農協

.ヒナタ

9017 八代地域農協005 日奈久支所 b 012 南部総合支所 平成25年7月29日

9017 八代地域農協

IJ的
012 金剛支所 b 9017 八代地域農協 012 南部総合支所 平成25年7月29日

日104 大分県農協

iザイキホウナン ザイキ

470 佐伯豊南 b 9104 大分県農協 484 佐伯 平成25年7月29日

9375 沖縄県農協

;州シ吋

401 首里石嶺 b 9375 沖縄県農協 401 首里 平成25年7月29日

9375 沖同協

iシユリタイラ γ1リ

404 首里平良 b 9375 沖縄県農協 401 首里 平成25年7月29日

9制 i延岡漁協 9制 i宮埼県信漁連

ホンシヨ

051 本所 b 001 連合会本所 平成25年8月1日 | 
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25年 10月

f青 2013ー 103

日8 平成

給付

金融機関の庖舗名称変更等(情報提供)

文書区分

重

要報告
要度高 雲

」

相Iセ員
社労士会 健保協会 機構健保

J 

? 

〆

本部 ブロッヴ本部 事務セン告ー 年金事務所

宛先

各部

係部関 部管理 相給部 適徴部

厚年
厚年G 

年国 給年 E録E 突合
適用限 適用課

徴収謀 年課園 課記録 相室股G 

全 総哲 厚年 G G G G 
総E雪 厚空

O O O O O 巴日コO O O O O O O O O 
」

本部関係部

厚生年金保険部、国民年金部、基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

|一金融機関の后舗名称変更等についてご連絡します。
穴
あ
け
チ
ェ
ッ
ク
用 ポイント(内容)

平成25年11月 15日支払からの変更となります。1 

変更となる金融機関・倍舗名につきましては、別添を参照願います。2 

照会先

本部年金給付部給付企画G
かんばやし

担当島津、よ賞、山中

-112 



【別添】

銀行等

l日 事庁
実施時期(年月日)

コード金融機関名称 コードj唐錦名称 コード i金融機関名称 コード 庖舗名称

0124 東北銀行 0124 東北銀行

キ'bミ

210 北上西 b 203 北上 平成25年9月17日

問;北国銀行

iオオタ ツハー• b 340 太田出張所 301 ;章幡 平成25年9月17日

0163 I紀陽銀行 0163 紀陽銀行 i上882 大阪東 b 自82 本町 平成25年9月17日

日166 鳥取銀行 156 北条出張所 b 151 倉吉中央 平成25年9月17日

川鳥附

ナワ

0166 鳥取銀行 178 大山 b 190 名和 平成25年目月 17日

引 67i山陰合同銀行

ヨナコ

0167 山陰合同銀行 221 米子市役所幽張所 b 080 米子 平成25年g月17日

0182 I肥後銀行

jカワツル

0182!肥後銀行114 川鶴出張所 b 114 学園大通 平成25年9月17日

i刊をト

1叫 !三重信用金庫

ホン予ン

1582 三量信用金庫 009 11.軍本 b 005 本庖営業部 平成25年9月9日

iホ'J

1脚 i京都北都信用金庫

オカJマ予

1620 京都北都信用金庫 010 堀 b 042 I岡ノ町 平成25年9月17日

iトヨタ

1781 西中国信用金庫
国ワ

138 豊田 b 144 I ~ Jl I 平成25年9月17日

1781 !西中国信用金庫

i力キノキ

1781 西中国信用金庫 制 !L455 柿木 b 平成25年9月17日

1781 I函中国信用金庫 178i 西中国信用金庫
599 !1イ岩ワク国ニチ中1ウ央オウ

592 今津 b 平成25年9月17日

-----------------0167 峨合同銀行

i村ハ'J'

142 北情磨 平成25年10月7日

穴
あ
け
チ
ェ

ッ
ク
用

-113ー



農協等

l日 新
実施時期(年月日)

コード i金融機関名称 コードi脂舗名称 コード 金融機関名称 コード庖舗名称

附 i鈴鹿農協 045ij，原、ラ出張所
b 6665 鈴鹿農協

044 ijγ庄ヨウ内ナイ
平成25年8月26日

9453 宮減県漁協

iオh"ツチョウトウプ

附!宮械県漁協200 雄勝町東部支所 b 220 石巻総合支所 平成25年9月17日

9453 宮城県漁協 日制 |宮城県漁協220 女川町支所 b 220 石巻総合支所 平成25年9月17日

附 i宮減県漁協

iオをテハ イシノマキツウコ.ウ

340 表浜支所 b 9453 宮械県漁協 220 石巻総合支所 平成25年9月17日

9453 i宮城県漁協
360 イ石シ巻ノマ市キシ東トウ部フ支所

イソノマキソウコウ

b 9453 宮城県漁協 220 石巻総合支所 平成25"年目月 17日

9453 宮城県漁協
430 イ石シノ巻マキ湾ワン支所 Iイ石γノ巻マキ総ツウ合コウ

b 9453 宮城県漁協 220 支所 平成25年9月17日

9制!都農町漁協
iM 

9制 j間信漁連
iM 

131 本所 b 001 連合会本所 平成25年9月2日
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「掲示物(ホ'7.Hの管理」総務部からのお知らせ3. 

総務グループ】【総務部

O 【指示・依頼】掲示物(ポスター)の台帳管理

(平成 24年 11月 14日総務指 2012-32 2012-65) 

本部から年金事務所等に掲示をお願いしている掲示物(ポスター)について、広報の

ポイントを明確にし、年金事務所等の美観を整えるため、掲示を「必須」とする限度枚

数を設定するとともに、新たなルールを定めて台帳管理を行うことしたとこをお伝えし

ているところです。

経企指

今回は、平成 25年 11月 1日現在の「掲示物管理台帳Jを参考までに掲載します。
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工
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ヨ守、εH市ご王告守〉:

別紙1

*f優先Jf笹倉 』に限 り年金事務所等の判断で掲示物申サイズ1fウンを可能とする.そ の際、お客棒からの『見やすさJを帯血する. ー，管e理e分台を鰻信吏包傷し状て閉〈だまさ咽

担当毎場 掲示物名 掲示聞始隼月 掲示鋳了期限 指示・依組 E匁'見野 サイズ
18-} 

"'''' l・4与契 l釜定型実 受領国 智恵骨骨

|カ
2010年3月羽田 経企惰叩10-16 A3 

|移周植資材醐のtl 1
201叩 |千品 。ヰ 伺 軽企描2011-97 A3 

間Jにおける普及啓宛 2012年10月18 2013年9月回目 1 m冊目~O 自 T ロ 経企指20 1 2-49 82 

経営企画部
83 

..・ 2013年10月1自 2013年10月31日 1自 軽企指2013“ 57 82 2013年10月自日 2013-010 

ι斗 12}'jlS日 20日年3月31日 千脱 :.:ql:手12F114S~鎗田12-70 A2 '0 2012-<曲2
~岬

2010年6月1目 18 
不明

リスクーヨンプラ t去力令団寄排温除度宜通言筑
四11年4~ 1 目 1日 ')コ指2011-71 ，〆" ---〆 J 戸〆

イアンス部 2010年6月1目 1困

四11年3月7日 7自リコ指2011-40 ，〆/ ----〆

----
A3 

|シー)
T、Jフ 、ν l、J 2010年1月1自 A2 

1 .. 四10年1月1自 A3 

12011年 t18 総務儒2011-25 A3 

四円年・ 総務1BZOtl・17
鎗定なし

総務忽 |眠障 レピズ)励行期間の実施について '2 

箔指J 定定Jなな

2013年5~ 1 日

I 2012 事6J 1目 1目 ー15

酬

I 201 ..J 7日 :1日 総務情2011-18

I 201 1目 11日 総務情2011-24 --
匝

201 "" 司2自 11日 A3 

財穆s 1 A3 --日本年金健機平成2'年度正銀m員募集 嶋田 却 11年3月7日
人管街2011・16 --司咽，包泡膿聡員員募募集集

1 2011年明 17臼 d 〆"

人事管理部
1日 I 2011前 月12日 ---I 2013年1月15日 123 A3 司198 2012-叩3

|所且字句
2012年12月19自 2013年4月19自 24 83 |四12隼12月198 2012ベ泌4

7月 |人 A3 12013鼎 月11日 2013ベ)()，

12011年10月1自 電78 ヲ惨管指'2011・90

Ir円 寄 p 健会 A2 

事裳企薗部 I 2011朝 月羽田 宅1‘B ~ 
唱目的固 2012年12月31日 1.1=130日事企指2011-119 A2 

Z事成25隼"月1目現在

掲示物管理台帳 (本部からの指示依頼分)

Eヨ掲示棚聞を終了している掲示物。(平成田年lljj18現在)

ー
コ∞
l



掲示物管理台帳 (本部からの指示依頼分)

Eヨ掲示等期間桁山る掲示物。(平成田年11月1日現在)

※『優 先 Jr佳 意 JIこ隈 ')年金事務所等 の判断で掲示物のサイズヲウンを可能 とす る.その際 、お客嫌 からの『見 やすさ』を考慮する.

別紙1

平成2s年11月1日現在

4

4

U
可

担当@署 錨示物名 掲示開始年月 掲示縫7期限 指示，銀短 E年斯月
優先順位と掲示歓致

サイズ
管理欄【平成24年目月1回目〉

必須 優先※ 径窓※ 受領目 管理書号

事業企画部
神変担更者情等に討する..定商求の手続きに係る情報提供及び住所 2013年4月1日 (2予01定4年.日3j月31日 平成田年3112呂田事企指2013-29 A2又はA3 2013年3月四日 2013-002 組等の把程に閲する実施要領 途指示)

平成21年12月四日掲付示事方務法連及絡び「日解本盟年書金に機つ構いおて客 V / 1/ 2010年1月4日 樟への10か条」の

お客格へのお約束10か条
2010年3月2日 平成22年間月02Bサ抱指2010-26 2 

A1 

2010年4月盟国 平成22年"月"日 サ抱指2010-45‘回相指2.010-38 / / / 
2012年3月22日 平成24年3月22日ザ推情2012-10 / / / 

年金事務所長の氏名及び顕写真の掲示(お客構への
2010年6月3自 平成22年6月3日 サ控拍2010-59 [幻 A1 

お約束10カlI<に添付)

2010年4月23日 平底辺年"月日2日サ推指201(ト26
サービス推進 ご意且箱の位置についてのお知らせ A2 

m 2010年4月23日 平成22年"月四日 サ抱指2010-45、国相指2010-38 ./' ，/' ./' 
2011年6月四目 2011年9月30日 平民23年6月17B サ抱指2011-26 / 

「わたしと年金」エッセイ募集用ポスター 2012年E月1日 2012年日月30日 平庖24年5月24日 サ推指2012-20 / 
2013年6月3自 2013年9月20日 平成25年5月13日サ推指2013-幻 A3以上 2013年5月13日 2013-005 

平成24年度お客犠満足鹿アンケートの実施 2012f1:1J14目岬1且'"までの遭叫する，.寓自 判脚" 釘 3 A3又l孟A42012年11月四日 2012-∞1 

平成田年度年金事務所お客様サビスモニ空会 認 の 突
2013年8月5日 合:車問但1か月臥上前 平成25年7月'"目サ推指2013-41 1 2 必佳須窓l立浪3 2013年7月2自 2013-008 

2芭 I;tA4 

平成25年度「年金月間」の実施 2013年10月下旬 2013年11月30日 1 3 A3 2013年9月3日 2013-009 

私のIllllll!l!理韮の活用についてのお知らせ 2010年4月23日 平成22年Q4Jl23日 サ抱指2010-45、包相指2010-38 A2 

年金相盟の崎間E長及び休日相餓についてのお知らせ 2010年4月四日
平成22年04月23日 サ推指2010-45、

2 A3 
年相指2010-・38

年金相盟都

2010年4月四目 平底22年"月23日 サ抱指2010-45.血相指2010-38 A3 
電話でのお問い合わせ先についてのお知らせ

/ / / 2012年4月25日 平成24年目月25日 年相情2012-56 A3 

2010年1月四日 毎週月曜日 平底22年01月泊日 記対指201ト 12 ./' ./' ./' A2 
年金額(年額)の増額(累積)グラフ

2012年4月18日 2013年7月 平庇24年"月18目記対指2012-41 A2 

2010年1月四日 3か月毎 平成22年01月29日記対指201ト 12 / ./" / A2 
禾統合記録5.095万件の解明状況

12対録安問部国 2012年4月四日 2013年7月 平成24年"月 18日 記対指2012-41 A2 

配る合f対記毘指録録25訂0悶1正35万に60件よ】年るの金年解事金明暗磁状所(況年ー」ブ額のロ)篠のッ式ク噌の本叡部変[車Eに計て]掲」と示「未して統い 2013年7月 3か月毎 平民2s年6J'!25日 記対指2013-60 A2 2013年6月27日 2013-007 

ねんをんネット周知ポスター 2011年3月1日 2011年9月四日 平底23年3月1日 記対指2011-26 ~ 

管理台帳吏衛状況は管理掴の自主主
含句分を櫨医して〈ださい

← 辺、'-2H市ご;:iS干潟 → 



ミョ、缶、ミ H市 ;s:a仕)}

別紙1

平成高年刊月1自混在

掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分)

Eヨ掲示等期間桁山端物。(平成25年lHllB腕 )
※『優先Jf任意」に限り年金事務所等の判断で掲示物由サイズヨfウンを可能とする.そ田際、お客棟からの『見やすさ』を帯血する.

ザイズ
更新
年月

合計

翁示依11掲示・HIPo1I阻掲示園始年月掲示物名

年金給付錦

担当修署

1
4
4
∞l
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編集発行

日本年金機構本部年金給付部

並区高井戸西3丁目 5番 24号
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